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序 論 

１ 目的 

米沢市まちづくり総合計画は、基本構想、基本計画、実施計画から構成されます。 

実施計画は、基本構想の実現に向け、重点プロジェクト、基本目標ごとの施策を示した基本計画で定めた内

容を具現化するための具体的な事務事業を示すとともに、各年度の予算編成及び事務執行の指針となるもの

です。 

２ 計画期間 

令和８年度～令和10年度（３か年） 

３ 策定方針 

本市を取り巻く環境は、少子化に伴う人口減少の深刻化や原油・原材料価格の上昇による物価の高騰、自然

災害の頻発化・激甚化等の影響を強く受けており、市民生活や地域経済は一層厳しさを増しています。 

また、本市の財政状況は、南成中学校施設整備事業や学校給食共同調理場整備事業等の複数の大規模事

業が重なることにより予算規模が拡大し、市債残高が増加するとともに大幅な財源不足が生じており、令和 13

年度まで実質単年度収支がマイナスとなるなど、非常に厳しい状況が続く見通しです。 

このような中、基本構想に掲げる重要目標達成指標である「将来人口」と「地域幸福度」を達成し、本市の将

来像を実現するためには、既存事業の徹底した見直しを行い、更なる歳入の確保や事業のスクラップ等による

歳出の削減により健全財政の維持に努めながらも、時代の要請に応える真に必要な事業や新たな行政需要に

対応する事業を積極的に推進する必要があります。 

以上のことを踏まえ、第１期実施計画は次の方針に従って策定します。 

(1) 実施計画は、基本構想及び前期基本計画を踏まえ、本市の将来像の実現や基本目標の達成に向けて効

果的な事業を登載することとします。 

① 前期基本計画に掲げる重点プロジェクトに該当する事業で人口減少対策及び地域幸福度向上に特に

資するものは、優先的に取り上げます。 

② 先進的な事業、他の分野への波及効果や相乗効果が期待できる事業、民間活力の導入や官民連携によ

る事業、周辺市町との連携による事業等、行政サービス向上と業務効率化が図られる事業は可能な限り

優先的に取り上げます。 

(2) 実施計画は、ローリング方式により策定します。今回は、第５期実施計画登載事業の評価の内容を十分に

考慮し、その結果を反映します。 

(3) 新規事業や事業費の増加を伴う拡充事業の企画に当たっては、より良い事業内容と財源確保の双方の

達成を図るため、既存事業の改善、廃止、休止、縮小、組替、統合等による歳出抑制のほか、国県補助事業や

民間資金の積極的な活用等による歳入増加等の工夫を行うこと（＝スクラップ アンド ビルド）を前提としま

す。 

(4) 登載事業の検討は、緊急に取り組む必要があること、事業効果が高いこと、事業規模が適正であること、

行政サービス向上の効果が高いこと等の視点で行い、これまでの事業成果及び健全財政の維持に向けて

取り組む内容についても十分に考慮します。 
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１ 財政の現状 

（１）歳入・歳出決算額の推移 

①歳 入 

市税は、平成 29年度以降はオフィス・アルカディア団地等への企業誘致のほか、全国的な景

気拡大や雇用の改善等の影響を受け増加傾向となり、近年のコロナ禍にあっても堅調に推移し、

令和５年度には約 116億円まで増加しました。 

普通交付税は、平成 23年度に 80億円を超えて以降は、景気回復に伴い徐々に減少傾向に

ありましたが、令和３年度以降は国の補正予算を受けた追加交付の影響などにより増加傾向とな

っています。 

その他の歳入では、ふるさと応援寄附金が平成 27年度以降大幅に増加し、平成 28年度に

は約 35億円となり、ふるさと応援基金からの繰入も増加しました。しかし、総務省からの指導を受

けた返礼品の見直しにより、平成 30年度には約６億円まで減少したため、新たな返礼品の掘り

起こしや拡充等を行い、令和５年度及び令和６年度は約 15億円で推移しています。 

なお、令和２年度は、新型コロナウイルス感染症対策としての特別定額給付金給付事業費補助

金や新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の皆増などにより、歳入決算額が大幅

に増加し、それ以降も新型コロナウイルス感染症及び物価高騰に対応する地方創生臨時交付金

のほか、子育て世帯や住民税非課税世帯等を対象とした臨時特別支援事業費補助金を受けた

事業などが実施され歳入決算額を押し上げています。 

図１－１ 歳入決算額の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②歳 出 

社会保障関係の歳出増加が著しく、扶助費は子どものための教育・保育給付事業や障がい者

自立支援給付事業などが増加しています。また、都市再生整備計画事業（H22～H27）や第四

中学校増改築事業（H23～H27）、道の駅米沢整備事業（H27～H30）、都市構造再編集中支

援事業（R3～）などの大規模な投資的事業を実施した年度の歳出は大幅に増加しており、特に、

庁舎建替事業（H30～R4）が本格化した令和２年度以降は大幅な増加となりました。 

その他の歳出では、平成 27年度以降のふるさと応援寄附金の返礼品等の経費や基金積立

金、地域総合整備資金貸付金などが増加しています。 
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また、令和２年度以降は、新型コロナウイルス感染症対策として、特別定額給付金などの各種

給付事業や新型コロナウイルス感染症及び物価高騰に対応する地方創生臨時交付金を活用し

た様々な経済対策や生活支援を実施したことにより、歳出決算額が大幅に増加しました。 

図１－２ 歳出決算額の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）実質収支・実質単年度収支と財源調整基金残高の推移 

平成 26年度の財源不足額は、財政計画を大幅に超えると見込まれ、今後の財政運営が危ぶ

まれる事態となったことから、平成 27年度から財政健全化に向けた取組を行うとともに、平成 28

年２月に財政健全化計画（計画期間は平成 28年度～令和２年度）を策定し、同計画に掲げた

施策の推進に取り組んできました。 

平成 27年度は、財政健全化に向けた取組による効果とともに、少雪に伴う除排雪経費の大幅

な減少の影響などにより、また、平成 28年度は、同計画に掲げている施策の一つであるふるさと

応援寄附金が引き続き好調であったため、ふるさと応援基金繰入金を増額したことや、他の健全

化施策の成果が表れたことなどから実質単年度収支が大幅な黒字となり、財源調整基金の残高

も大幅に増加しました。 

平成 29年度は実質単年度収支がマイナスとなりましたが、これは市庁舎建替事業のために市

庁舎整備基金に積み立てたためであり、それを実施しなければ黒字となりました。令和元年度は

小中学校空調設備整備事業や住民情報システムの更新等の大規模な事業が重なったことなど

からマイナスとなりましたが、令和２年度は、新型コロナウイルス感染症対策に係る事業費が大幅

に増加したものの、同時に感染症対策に係る交付金などが増加するとともに、市税も増加したこと

などからプラスとなりました。 

令和３年度は、普通交付税が国の補正予算を受けた追加交付の影響により大幅に増加したこ

となどにより 13.6億円の大幅なプラスとなり、令和５年度も市税の上振れに加えて、普通交付税

の追加交付があったことから 10.0億円の大幅なプラスとなり、ここまで４年連続のプラスとなりま

した。令和６年度は、人件費や物価高騰の影響に加え、大雪に伴う除排雪経費の増加などにより、

５年ぶりのマイナスとなる 7.1億円の大幅なマイナスとなりました。 
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図１－３ 収支の推移と財源調整基金残高 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）本計画における実質単年度収支は、地方財政状況調査（決算統計）によるものとは異なります。 

 

 

 

 

（３）市債残高と公債費の推移 

市債残高は、全体としてほぼ横ばいで推移してきましたが、平成 30年度以降は、地域総合整備

資金貸付事業による借入が増加したことなどから増加に転じました。ただし、この借入については、

貸付を受けた企業等からの返還金がそのまま償還に充てられるため、本市の将来の負担には影響

しません。また、建設事業債の残高は年々減少してきていましたが、令和２年度以降は、庁舎建替事

業やコミュニティセンター建替事業などによる地方債の発行増により増加傾向に転じました。令和４

年度からはそれらの元金償還が増加したことなどにより残高は減少しましたが、令和６年度は南成

中学校施設整備事業などにより再び増加しました。特例債残高は、近年は横ばいで推移してきまし

たが、令和２年度以降は臨時財政対策債の発行減などにより減少傾向にあります。 

公債費は、近年は建設事業債などの償還が進んだことなどから減少してきましたが、令和４年

度以降は庁舎建替事業やコミュニティセンター建替事業などの償還により増加傾向にあります。 

図１－４ 市債残高と公債費の推移 
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 歳入歳出差引額から、翌年度に繰り越すべき財源を控除した額。 

実質単年度収支 

 実質収支から前年度繰越金や財源調整基金の積立・取崩しなどを除いたその年度のみの

収支バランス。 

特例債 

 地方の一般財源の不足に対処するため、投資的経費以外の経費にも充てられる地方財政

法第５条の特例として発行される地方債。 

 



7 

（４）経常収支比率の推移 

経常収支比率については、平成 20年度以降、国による地方交付税の加算措置の拡充などか

ら、県内 13市平均や全国都市平均は改善の方向にあるのに対して、本市は引き続き高い傾向

が続き、特に平成 26年度の経常収支比率 98.1％は県内市の中で最も高い数値となりました。

このため、平成 27年度から財政健全化の取組を実施した結果、県内 13市平均と比べてやや

高い比率まで改善しました。 

令和 3年度は普通交付税が国の補正予算を受けた追加交付により大幅な増加となった影響

などから、87.1％まで大きく改善しましたが、令和 4年度は普通交付税が臨時財政対策債償還

基金費の皆減や基準財政収入額の増加の影響などにより減額となり、臨時財政対策債も大幅な

減少となったことなどから、再び 90％台前半の水準に戻りました。令和５年度は普通交付税が臨

時財政対策債償還基金費の皆増などにより増額となった影響などからやや改善しましたが、令和

６年度は普通交付税が法人税割の収入見込額が高く設定されたことなどにより基準財政収入額

が増加し減額となった影響のほか、給与改定や退職手当による人件費の増加や大雪に伴う公共

施設の雪下ろし等経費が増加したことなどから、97.0％と非常に高い数値となりました。 

図１－５ 経常収支比率の推移 
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 歳出のうち人件費や公債費などの経常的な支出に、市税などの経常的収入がどの程度充

当されているかを示す割合。財政構造の弾力性を判断する指標で比率が低いほど弾力性が

大きいことを示す。 
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２ 財政計画 

第１期実施計画を策定するに当たり、計画登載事業の財源的な裏付けを行うため、今後５

箇年間の財政計画を策定しています。 

歳入のうち一般財源の最も大きな割合を占める市税については、令和７年度は物価高騰の

影響が続いているものの国が推し進める賃金上昇が徐々に進んできたこともあり、個人市民税

を中心に大きく上振れし、決算見込額は当初の見込みを大きく上回るものと推測され、その後

も経済は緩やかに改善していくものと見込み、人口減少はあるものの固定資産の評価替えの

年度の減少を除き、前年度ベースで推移するものと見込んでいます。 

普通交付税については、令和７年度に臨時経済対策費など臨時的な財源措置がなされた

ことに加え、令和８年度は個別算定経費や包括算定経費が増加するとともに、臨時財政対策

債償還基金費の創設や下水道費における資本費平準化債発行見込額減の影響に伴う市債

の返済に対する措置分の増加などにより基準財政需要額は大きく増加するものと見込み、市

税や地方消費税交付金の増収により基準財政収入額も増加しますが、需要額の増加が大きく

全体としては増加するものと見込まれます。その後は庁舎建替事業による市債の返済に対する

措置分が増加していくとともに、市立病院建設事業による市債の返済に対する措置分が基準

財政需要額に算入されることから増加するものと見込んでいます。 

歳出のうち人件費については、新陳代謝や昇給分の影響等を見込むとともに、令和５年度か

ら導入された地方公務員の定年引き上げの影響を加味して推計しています。扶助費について

は、児童福祉や障がい者福祉施策の充実等により、これまでは増加傾向が続いていたものの、

令和８年度以降は人口減少等により減少傾向になると見込んでいます。公債費については、庁

舎建替事業やコミュニティセンター建替事業などによる市債の返済のため今後も高止まりが続

き、さらに令和１０年度以降には南成中学校施設整備事業による市債の返済が始まるため増

加していくものと見込んでいます。補助費等については、消防施設整備事業費などの置賜広域

行政事務組合分担金が増加してくるとともに、令和７年度からは市立病院建設事業の医療機

器整備による市債の返済が始まることにより令和 10 年度までは大幅に増加すると見込んで

います。投資的経費については、個別施設計画及び学校施設長寿命化計画との整合性を図

り、南成中学校をはじめ小中学校の統廃合に伴う施設整備事業費や各公共施設の改修や長

寿命化などに要する費用を計上しました。 

これらのことから、令和８年度以降もしばらくは実質単年度収支のマイナスが続くものと見込

まれ、特に令和１０年度までは大きくマイナスになるものの、庁舎建替事業の旧庁舎解体費や

市立病院建設事業の医療機器整備に係る市債の返済などは返済期間が短いため、当該年

度の負担が大きく、この間の実質単年度収支はマイナスにならざるを得ないものと見込んでい

ます。これまでに財源調整基金などに計画的な積立を行っているため、令和７年度以降は、その

基金から取り崩しを行うことで財源を確保し、後年度負担の平準化を図るとともに、今後、中長

期的な健全財政の維持に向けた取組についても検討するなどし、更なる歳入の確保や歳出の

抑制を図り、第１期実施計画に登載した事業を着実に推進していきます。 



今後５箇年間の財政計画（一般財源・決算ベース） （単位：百万円、％）

Ｒ５決算 Ｒ６決算 Ｒ７見込 Ｒ８見込 Ｒ９見込 Ｒ10見込 Ｒ11見込 Ｒ12見込

11,600 11,169 11,495 11,494 11,472 11,496 11,527 11,500

7,331 7,117 8,076 7,923 8,045 8,169 8,307 8,249

1,458 2,182 1,400 1,300 1,324 1,300 1,324 1,300

2,832 3,256 2,840 3,093 3,128 3,128 3,128 3,128

163 75 0 0 0 0 0 0

1,904 2,156 164 300 188 212 194 232

うち退職手当基金繰入金 73 94 0 0 0 18 0 38

25,288 25,955 23,975 24,110 24,157 24,305 24,480 24,409

4,516 4,891 4,743 4,709 4,556 4,822 4,503 4,824

退職手当 133 326 110 176 0 242 0 286

その他（職員給与費等） 4,383 4,565 4,633 4,533 4,556 4,580 4,503 4,538

3,212 2,816 2,457 2,636 2,616 2,614 2,610 2,607

3,366 3,458 3,571 3,690 3,663 3,725 3,937 3,806

3,510 3,630 3,616 3,767 4,064 4,034 3,947 4,033

714 1,902 1,413 1,210 1,234 1,234 1,234 1,234

5,175 5,929 4,899 4,925 4,962 5,036 4,973 4,655

312 156 247 299 274 20 294 34

2,802 2,867 2,962 2,926 2,943 2,920 2,911 2,894

607 789 907 623 688 771 541 571

24,214 26,438 24,815 24,785 25,000 25,176 24,950 24,658

77 227 52 0 0 0 0 0

997 △706 △882 △655 △822 △854 △458 △240

92.6 97.0 95.5 99.3 97.9 99.0 98.1 97.7

※実質単年度収支 D＝A－B－C＋財源調整基金利子積立金－繰上償還金

財源調整基金調整額 872 △474 △1,260 68 △636 △871 △470 △249

財政調整基金 1,905 1,815 1,749 1,828 1,639 1,423 1,332 1,272

公共施設等整備基金 3,168 2,787 1,601 1,611 1,185 547 180 0

計 5,073 4,602 3,350 3,439 2,824 1,970 1,512 1,272

※財源調整基金調整額が正数の年度は積立、負数の年度は取崩しを行い財源を調整

※基金年度末残高＝前年度末基金残高＋財源調整基金調整額＋財源調整基金利子積立金

建設事業債残高 23,548 23,718 27,964 27,997 28,186 26,923 25,087 23,567

特例債残高 13,372 12,089 10,746 9,433 8,159 6,933 5,754 4,642

計 36,920 35,807 38,710 37,430 36,345 33,856 30,841 28,209

2,887 3,451 9,504 4,187 4,146 2,768 1,741 2,312

国県支出金 804 459 1,959 1,165 952 851 373 643

市債 1,322 2,163 6,616 2,363 2,498 1,130 817 1,084

その他特定財源 154 128 22 36 8 16 10 14

一般財源 607 701 907 623 688 771 541 571

扶助費

繰出金

投資的経費

歳
出

計  B

公債費

人件費

投
資
的
経
費

事業費

財
源

物件費

繰り越すべき財源　C

維持補修費

補助費等

実質単年度収支 D

積立金（財源調整基金除く）

市　債
年度末
残　高

基　金
年度末
残　高

※収支差引を実質単年度収支とするため、財源調整基金の繰入や積立等を除いていることから、歳入歳出の合計が
　決算とは一致しない

項　　　　目

市税

普通交付税

歳
入

計  A

その他

特別交付税

地方譲与税、県交付金

臨時財政対策債

経常収支比率 E
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事業計画の見方と体系図 

１ 事業計画の見方 

・ 事業計画は、各施策を重点的・分野横断的に集約し、まちづくりを牽引するための取組を示した前期重点

プロジェクトと、５つの分野ごとに関連する施策を設定した分野別施策で構成されます。 

・ 登載事業は、本市が主体となって推進する事業とともに、実施主体が国、県、民間団体等であっても、本市

が事業費を負担又は補助する事業のうち、主要なものを記載しています。 

・ 分野別施策の登載事業の順番は、予算書への掲載順に合わせています。 

・ 事業名は、予算書に記載する事業名にこだわらず、分かりやすい表現で記載しています。 

・ 複数の施策にわたる事業は、重複して記載しています。（事業名に「重複」と記載） 

・ 実施予定年度は、令和８年度以前から継続している事業についても始期を「R8」としています。また、事業

終了期間を定めている事業は、事業終了予定の年度を記載しています。 

２ 事業計画の体系図 

 



１　育み、学びたい！「ひと」プロジェクト
①　結婚・子育てを応援する環境づくり
No. 種別 事業名 事業概要 年度 主管課名 頁

1 新規
放課後児童クラ
ブ利用料無償化
事業

子育て世代の経済的な負担を軽減し、安心して子育てがで
きる環境を整えるため、放課後児童クラブ利用料無償化を
段階的に行います。

R9～
子育て支援

課
16

2 継続
広井郷小学校放
課後児童クラブ
整備事業

令和９年４月に開校する広井郷小学校の放課後児童クラ
ブを、第六中学校を改修して整備します。

R8
子育て支援

課
17

3 新規
（仮称）複合施設
こども園の整備検
討

公立保育園（緑ケ丘・吾妻）と児童発達支援センターひま
わり学園を統合した（仮称）複合施設こども園を市中心部に
整備することを検討します。

R8～
社会福祉課
子育て支援

課
18

4 新規
公設診療所の整
備検討

（仮称）複合施設こども園の整備にあわせ、公設の小児科
診療所を同一敷地内に整備することを検討します。

R8～ 健康課 33

②　未来を創造する力を育む教育環境づくり
No. 種別 事業名 事業概要 年度 主管課名 頁

1 継続
学校給食費無償
化事業

保護者負担となっている学校給食における食材費について
完全無償化を実施し、保護者の経済的負担を軽減します。

R8～ 学校教育課 17

2 新規
小中学校空調設
備整備事業

中学校の屋内運動場に空調設備を整備するほか、小中学
校の特別教室の空調設備について、設計の上、計画的に
整備を進めます。

R8～ 教育総務課 18

3 継続
広井郷小学校施
設整備事業

令和９年４月に開校する広井郷小学校の校舎として使用す
る第六中学校を小学校仕様に整備します。

R8～
R9

教育総務課 18

4 継続
学校給食セン
ター運営事業

中学校及び広井郷小学校の給食を提供する学校給食セン
ターをPFI方式により運営します。

R8～ 学校教育課 19

5 継続
県立中高一貫教
育校の実現に向
けた検討

県内最高水準の子育て・教育環境を実現できるよう、置賜
地域初の中高一貫教育校の誘致に向け検討を進め、関係
機関に働きかけるとともに、市民意識の醸成を図ります。

R8～
政策企画課
学校教育課

19

③　生涯を通じて学び、活躍できる環境づくり
No. 種別 事業名 事業概要 年度 主管課名 頁

1 新規
学園都市よねざ
わ卒業・就職・定
住祝金支給事業

市内大学の新卒者で市内事業所等に就職した市民に祝金
を支給し、定住の促進を図ります。

R8～
R10

地域振興課 19

2 拡充
新やまがた就職
促進奨学金返還
支援事業

県と連携して実施している奨学金返還支援事業において、
本市独自の上乗せにより差別化を図り、若者の本市への回
帰・定着を促進します。

R8～ 地域振興課 25

3 継続
産業人材定着促
進事業

地域の高校生・短大生・大学生の地元企業への就職促進
と定着、都市部に進学した地元出身学生や若年労働者の
呼び戻しや移住促進（UIJターン）等の事業を行います。

R8～ 商工課 25

4 新規
女性・若者雇用
促進事業

若者や女性に選ばれる魅力ある職場づくりを促進するため、
市内企業が行う働き方改革や職場環境整備等に係る創意
工夫に対し補助金を交付し、子育て両立や女性活躍に取り
組む企業を支援します。

R8～
R10

商工課 25

２　稼ぎ、創り出したい！「なりわい」プロジェクト
①　市民所得が向上する産業基盤づくり
No. 種別 事業名 事業概要 年度 主管課名 頁

1 継続
（仮称）米沢地域
産業振興セン
ター整備事業

米沢商工会議所が設置する（仮称）米沢地域産業振興セ
ンターについて、整備費用の一部を補助します。

R8 商工課 20

2 新規
米沢ものづくり高
付加価値化推進
事業

市内ものづくり関連事業者を対象として、生産性向上に寄
与する設備投資、研究開発及び技術移転等への支援を行
います。

R8～ 商工課 21

前期重点プロジェクト
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No. 種別 事業名 事業概要 年度 主管課名 頁

3 継続
新産業団地整備
事業

新産業団地整備について検討、実施します。
・基本設計、実施設計
・農村地域への産業導入実施計画変更業務
・地質調査、現地測量、交通量調査、補償調査
・企業立地動向調査

R8～ 商工課 21

4 新規
未来につなぐ園
芸産地強化事業

稼げる園芸農業の実現を目指すため、施設や機械、優良
品種苗の導入のほか、生産体制を継続していくための施設
の長寿命化や温暖化対策等の取組を支援します。

R8～ 農業振興課 23

5 拡充
森林環境譲与税
活用事業

森林環境譲与税を活用し、森林長期ビジョンの策定、森林
境界明確化や森林経営管理制度の推進、森林整備を行い
ます。また、林業経営体の体制強化や担い手育成、木材循
環利用等、林業振興に資する事業の展開を図ります。

R8～
森林農村整
備課

25

②　地域価値を創造するデジタル環境づくり
No. 種別 事業名 事業概要 年度 主管課名 頁

1 継続
未来を拓く農業
支援事業

持続可能な農業経営を実現するため、スマート農業や新規
就農者への支援と６次産業化の推進により、農業の活性化
を図ります。

R8～ 農業振興課 23

2 拡充
ICT技術を活用し
た鳥獣被害対策
事業

ICT技術を活用し、捕獲従事者の負担軽減、職員のマンパ
ワー不足を補いながら、詳細な生態調査等を行い効果的な
防除・捕獲等を実施します。

R8～
森林農村整
備課

25

3 新規
官民連携DXチャ
レンジプロジェクト

専門知識やノウハウを持つ民間企業から「課題解決型」「提
案型」の提案を公募し、実証事業による業務の効率化や市
民サービスの向上を図ります。

R8～ 魅力推進課 39

③　国内外をターゲットにした米沢ファンづくり
No. 種別 事業名 事業概要 年度 主管課名 頁

1 新規
上杉博物館展示
室改修事業

常設展示室の一部を改修し、デジタルコンテンツ等の展示
を拡充させ、入館者の増加を図ります。

R9～ 文化課 20

2 新規
天元台拠点整備
及び誘客拡大事
業

天元台の受入環境を整備するとともに、専門人材による経
営改善を図ります。

R8～ 観光課 22

3 新規
マスメディアを活
用した魅力発信
事業

マスメディアの発信力を活用したプロモーション活動を展開
します。

R8～ 魅力推進課 38

4 継続
ふるさと応援寄附
金制度推進事業

市外から本市への寄附者に対し、本市特産品やサービス
等の返礼品を提供します。寄附をきっかけに本市を応援し
たいと思えるファンづくりに取り組み、関係人口・交流人口の
拡大を図ります。

R8～ 商工課 38

３　住み続け、守りたい！「くらし」プロジェクト
①　雪・災害に強く自然と共生する安全な地域づくり
No. 種別 事業名 事業概要 年度 主管課名 頁

1 新規
脱炭素先行地域
づくり事業

国が目指す2050年カーボンニュートラル達成に向けた先進
的なモデル地域として、米沢牛のサプライチェーン全体の
脱炭素化を図ります。また、市民、事業者の行動変容につ
ながる学習の機会を提供し、人材を育成するとともに情報
発信を行います。

R8～ 環境課 26

2 拡充
野生鳥獣市街地
出没対策事業

野生鳥獣が市街地に出没しにくい環境及び出没時の対応
体制を整備します。

R8～
森林農村整
備課

27

3 継続 広域消防事業
本市、南陽市、高畠町、川西町の２市２町の消防及び救急
に関する業務を置賜広域行政事務組合で広域消防として
行います。

R8～
防災危機管
理課

28

4 継続
きめ細かな道路
除排雪事業

冬期間の市民生活と産業経済活動の安定のため、道路交
通を確保し、雪に強いまちづくりを推進します。また、除雪車
運行管理システムや積雪深センサーを活用し、地域の状況
に応じた除雪体制の構築と事務の簡略化を図るほか、除雪
オペレーターの確保や地域との共助による除排雪体制の充
実に取り組みます。

R8～ 土木課 28

14 



②　快適なインフラ整備とまちのにぎわいづくり
No. 種別 事業名 事業概要 年度 主管課名 頁

1 新規
公園施設長寿命
化事業

都市公園の景観維持と各施設の健全度調査・修繕を行い
ます。
・菱門橋復旧（松が岬公園）
・舞鶴橋健全度調査（松が岬公園）

R8～ 都市計画課 29

2 新規
みらいのすまい応
援事業

子育てする若者世帯が住宅を新築する場合、費用の一部
を補助します。加えて、移住世帯や市内業者施工の場合は
加算措置を行います。

R8～ 建築住宅課 29

3 新規

市道米沢環状市
立病院線道路交
通安全施設等整
備事業

山形県道路中期計画2028において、(都)万世橋成島線
本町工区が事業着手へ位置づけられたことに伴い、(都)石
垣町塩井線についても、県と歩調を合わせて事業を推進し
ます。

R8～ 土木課 30

4 拡充
乗合タクシー運行
事業

市民の移動手段を確保するため、乗合タクシーとまちなか
定額タクシーの運行を維持していくとともに、万世地区の乗
合タクシー運行について検討します。

R8～ 地域振興課 31

③　全ての人に安心を届ける医療・福祉環境づくり
No. 種別 事業名 事業概要 年度 主管課名 頁

1 拡充
診療所開設支援
事業

市内で新規開業又は医業承継する医師に対し、開設費用
の一部を補助します。重点的な対策が必要と判断される診
療科に対しては上乗せ支援し、開業誘致に努めます。

R8～ 健康課 33

2 新規
公設診療所の整
備検討
（再掲）

（仮称）複合施設こども園の整備にあわせ、公設の小児科
診療所を同一敷地内に整備することを検討します。

R8～ 健康課 33

3 拡充
重層的支援体制
整備事業

生活困窮者支援等のための地域づくりと多機関協働事業を
新たに実施し、重層的支援体制を整備します。

R9～ 社会福祉課 33

④　持続可能な地域コミュニティと行政の仕組みづくり
No. 種別 事業名 事業概要 年度 主管課名 頁

1 継続
小さな拠点形成
促進事業

小さな拠点形成に向け、コミュニティセンターを中心に、現
状と課題の把握、話し合いの促進、それらを踏まえた事業、
活動を実施するとともに、運営団体の体制強化を図ります。

R8～
コミュニティ
推進課

37

2 新規
文書管理・庶務
事務システムの
導入

文書管理システム及び庶務事務システムを導入し、紙文書
の減量化、文書事務や労務管理の効率化を図ります。

R9～ 総務課 39

3 拡充
施設予約システ
ム連動スマート
ロック導入事業

施設予約システムと連携し、予約情報に基づいた鍵の自動
発行を可能とすることで利用者の利便性向上を図ります。

R8～ 魅力推進課 39

4 継続
公共施設等総合
管理計画の推進

持続可能なまちづくりのため、公共施設等総合管理計画に
基づき、総合的かつ長期的な視点で公共施設等の管理、
運営、利活用を推進します。
・公共施設等総合管理計画の見直し

R8～ 財政課 40
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基本目標１　子育て・教育

施策1-1　結婚・妊娠・出産・子育て

1　結婚・妊娠・出産支援の推進
No. 重点PJ 種別 事業名 事業概要 年度 主管課名

1 継続
よねざわ結婚支
援センター事業

よねざわ結婚支援センターを中心に、関係機関等と連携し
ながら、婚活イベント等の出会いの機会提供等、結婚を希
望する人の支援を行います。

R8～ 地域振興課

2 継続
結婚新生活支援
事業

結婚後の新生活に係る住居費用を支援することにより、結
婚後の経済的不安の軽減を図り、結婚の希望を叶えるため
の後押しをするとともに、地域における少子化対策の強化を
図ります。

R8～ 地域振興課

3 拡充
妊婦健康診査事
業

妊婦健診の公費負担を拡充し、経済的負担の軽減を図り
ます。

R8～ こども家庭課

4 新規
多胎妊娠の妊婦
健康診査支援事
業

妊娠届出時に多胎を妊娠している妊婦に対し、通常の妊婦
健診に追加して５回分の健診を行います。

R8～ こども家庭課

5 新規
妊婦歯科健康診
査事業

妊婦の口腔環境を改善し、早産や低出生体重児の減少に
加え、乳幼児への虫歯の原因菌の感染を防ぐため、妊婦歯
科健診を行います。

R8～ こども家庭課

6 新規
産婦健康診査事
業

産後の身体的な回復や精神状態等を把握するとともに、医
療機関と連携した支援体制を強化するため、出産した医療
機関において産婦健診（産後２週及び産後１か月)を行いま
す。

R8～ こども家庭課

7 継続
妊婦のための支
援給付・相談事
業

妊娠・子育て期の伴走型相談支援体制を整え、関係機関
との連携を強化するとともに、経済的支援を効果的に組み
合わせて実施することで、妊婦への総合的な支援を行いま
す。

R8～ こども家庭課

2　こども・子育て支援の推進
No. 重点PJ 種別 事業名 事業概要 年度 主管課名

1 1-① 新規
放課後児童クラ
ブ利用料無償化
事業

子育て世代の経済的な負担を軽減し、安心して子育てがで
きる環境を整えるため、放課後児童クラブ利用料無償化を
段階的に行います。

R9～
子育て支援

課

2 拡充

地域子育て支援
センターの機能強
化（重層的支援
体制整備事業）

令和９年度から重層的支援体制を構築する上で必要な地
域子育て支援センターの機能を強化します。

R9～
子育て支援

課

3 継続
こども家庭セン
ター運営事業

母子保健・児童福祉の両機能の連携・協働により、妊産
婦・子育て世帯・こどもに切れ目なく一体的に相談支援を行
います。

R8～ こども家庭課

4 継続
子育て支援医療
給付事業

こどもの健全な発育を促進するとともに子育てをしている家
庭の経済的負担を軽減するため、高校３年生等までの医療
費の自己負担分をなくします。

R8～
子育て支援

課

5 継続
保育料第３子無
償化事業

第３子以降の保育料及び副食費を無償化します。 R8～
子育て支援

課

6 継続
保育料負担軽減
事業

県交付金交付要綱に基づき、保育料等の負担を軽減しま
す。

R8～
子育て支援

課

7 新規
１か月児健康診
査事業

１か月児を対象として出産した医療機関で個別健診を行い
ます。委託先の医療機関等と密に連携し、健康診査の結果
等の情報の活用により伴走型相談支援を実施します。

R8～ こども家庭課

8 新規
５歳児健康診査
事業

５歳児を対象とした集団健診として、全員が集団あそび・問
診を行い、必要に応じて専門相談や医師診察を実施しま
す。

R8～ こども家庭課

9 継続
乳幼児健康診査
等母子保健事業

乳幼児の健全な発育、発達を支援するため、保護者の育
児不安やストレスの軽減を図るなど専門的かつ継続的に育
児を支援します。

R8～ こども家庭課

分野別施策
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No. 重点PJ 種別 事業名 事業概要 年度 主管課名

10 新規
乳児紙おむつ支
援事業

赤ちゃん訪問の際、市長の応援メッセージカードを添えた紙
おむつを保護者へ贈呈します。

R8～ こども家庭課

11 継続
赤ちゃん訪問、養
育支援訪問事業

新生児訪問や養育支援訪問等を実施することにより、安心
感を持って育児ができるよう支援します。

R8～ こども家庭課

12 継続 産後ケア事業
産後の母親の身体的回復と心理的な安定を図り、家族とと
もに健やかな育児ができるよう支援します。

R8～ こども家庭課

13 新規
小児インフルエン
ザ予防接種費用
助成事業

小児インフルエンザ（生後６カ月から中学３年生）の任意接
種費用の一部を助成し、保護者の経済的負担を軽減しま
す。

R8～ 健康課

14 1-② 継続
学校給食費無償
化事業
（1-2-2重複）

保護者負担となっている学校給食における食材費について
完全無償化を実施し、保護者の経済的負担を軽減します。

R8～ 学校教育課

３　配慮が必要な家庭に対する支援の推進
No. 重点PJ 種別 事業名 事業概要 年度 主管課名

1 継続
多胎児子育て支
援事業

双子以上の多胎児の子育てをしている家庭を対象に育児、
家事等に関する支援を行います。

R8～
子育て支援

課

2 継続
子育て世帯訪問
支援事業

家事・育児等に対して不安や負担を抱える子育て家庭や妊
産婦等、支援の必要性が高い家庭の居宅を訪問支援員が
訪問し、家庭が抱える不安や悩みを傾聴するとともに家事・
育児支援を行います。

R8～ こども家庭課

3 継続
こどもの貧困対策
推進事業

こどもや家庭の実態と支援ニーズの調査・分析等を行い、
支援施策の整備を図りながら、こどもの貧困対策を総合的
に推進します。

R8～ こども家庭課

4 継続
フードパントリー事
業

フードドライブや寄附で集めた食料品をこども食堂等に配布
し、こども食堂や食材配付の活動を支援します。配布を通し
て家庭を見守り、必要に応じて相談や関係機関の支援へと
つなげます。

R8～ こども家庭課

5 継続
母子・父子自立
支援事業

母子家庭の母又は父子家庭の父が資格を取得するための
経済的支援やこどもの学習支援等を行います。

R8～ こども家庭課

6 継続
ひとり親家庭雪下
ろし助成事業
(3-4-1重複）

住居の雪下ろしを自力で行うことが困難なひとり親家庭を対
象とし、雪下ろしに要した費用の一部を助成します。

R8～ こども家庭課

7 継続
ひとり親家庭等医
療給付事業

収入の少ないひとり親家庭等の医療費の自己負担分をなく
します。

R8～
子育て支援

課

8 新規
興望館のあり方
検討

令和８年度に今後のあるべき姿について検討会を実施し、
令和９年度から整備手法等について関係機関と協議をしな
がら検討します。

R8～ こども家庭課

４　幼児教育・保育環境と居場所の整備
No. 重点PJ 種別 事業名 事業概要 年度 主管課名

1 継続
民間立保育所等
支援事業

保育所等に対する補助金を交付し、保育を必要とする児童
及びその保護者が必要なときに必要な保育を受けることが
できるような環境を整備します。
・教育・保育安心サポート補助金
・障がい児保育事業費補助金（保育所・認定こども園）
・障がい児保育対策事業費補助金（認可外保育施設）
・保育対策総合支援事業費補助金

R8～
子育て支援

課

2 継続
認可外保育施設
支援事業

認可外保育施設に入所している乳幼児の健全育成と保育
の質の向上を図るため、認可外保育施設に対し、支援しま
す。
・認可外保育施設事業費補助金
・認可外保育施設すこやか保育事業費補助金
・認可外保育施設保育料負担軽減事業費補助金

R8～
子育て支援

課

3 1-① 継続
広井郷小学校放
課後児童クラブ
整備事業

令和９年４月に開校する広井郷小学校の放課後児童クラ
ブを、第六中学校を改修して整備します。

R8
子育て支援

課
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No. 重点PJ 種別 事業名 事業概要 年度 主管課名

4 継続
地域子ども・子育
て支援事業
（2-4-3重複）

保育に関する多様なニーズに対応した事業を行います。
・利用者支援事業
・延長保育事業費補助金
・地域子育て支援拠点事業費補助金
・一時預かり事業費補助金（一般型・幼稚園型)
・病児保育事業費補助金(病児対応型・体調不良児対応
型)
・実費徴収に係る補足給付事業費補助金
・子育て援助活動支援事業

R8～
子育て支援

課

5 継続
民間保育施設等
施設整備助成事
業

保育所等の修繕・改築や防犯対策強化等の事業に対する
補助を行うことで、施設内の児童の安全を図ります。
・就学前教育・保育施設整備交付金

R8～
子育て支援

課

6 1-① 新規
（仮称）複合施設
こども園の整備検
討

公立保育園（緑ケ丘・吾妻）と児童発達支援センターひま
わり学園を統合した（仮称）複合施設こども園を市中心部に
整備することを検討します。

R8～
社会福祉課
子育て支援

課

7 継続
保育所における
医療的ケア児受
入体制整備事業

保育が必要な医療的ケア児を受け入れるため、公立保育
所において、安全かつ適切な保育環境を整えます。

R8～
子育て支援

課

施策1-2　学校教育

1　学校教育の推進
No. 重点PJ 種別 事業名 事業概要 年度 主管課名

1 継続
外国語教育充実
事業
（5-2-1重複）

外国語指導講師を配置し、小中学校における児童生徒の
外国語教育の充実とコミュニケーション力の向上を図りま
す。

R8～ 学校教育課

2 継続
学校図書館充実
事業

学校司書を配置し、読書活動を充実させ、児童生徒の読
書意欲を高めます。

R8～ 学校教育課

3 継続
スクールガイダン
スプロジェクト

不登校・不適応等の未然防止を図り、児童生徒の心の悩
みの解消に努めます。また、発達障がい等が原因で集団で
の学校生活に適応できない児童生徒が学校に適応できる
よう支援します。

R8～ 学校教育課

4 拡充

ＩＣＴを活用した学
校教育の情報化
の推進
（5-4-1重複)

次世代を担う児童生徒の確かな学力向上と教職員の校務
負担の軽減及び教育の質の向上を図るため、情報技術（ＩＣ
Ｔ）の進展に対応した教育活動を推進します。

R8～ 学校教育課

5 継続
小学校水泳指導
等業務委託事業

より専門的な指導を屋内プールで受けることができるよう、
水泳指導等を民間施設に業務委託します。

R8～ 学校教育課

2　教育環境の整備と学校給食の推進
No. 重点PJ 種別 事業名 事業概要 年度 主管課名

1 拡充
市立学校適正規
模・適正配置等
基本計画の推進

市立学校適正規模・適正配置等基本計画を推進し、より良
い教育環境の創出と教育の質の充実を図ります。
・適正規模・適正配置推進事業
・学校統合推進事業
・学校統合通学支援事業
・学校統合物品運搬等事業

R8～ 学校教育課

2 拡充 熱中症対策事業
熱中症対策として、ソラテナPro及びカオカラの設置を行い
ます。カオカラについては、これまで実証事業として実施して
きたものを令和８年度から本実施します。

R8～ 学校教育課

3 1-② 新規
小中学校空調設
備整備事業

中学校の屋内運動場に空調設備を整備するほか、小中学
校の特別教室の空調設備について、設計の上、計画的に
整備を進めます。

R8～ 教育総務課

4 1-② 継続
広井郷小学校施
設整備事業

令和９年４月に開校する広井郷小学校の校舎として使用す
る第六中学校を小学校仕様に整備します。

R8～
R9

教育総務課

5 新規
窪田小学校屋内
運動場改修事業

屋内運動場の屋根及び外壁を改修します。
R8～
R9

教育総務課

6 継続
南成中学校施設
整備事業

第二中学校校舎及び屋内運動場を解体し、グラウンド及び
テニスコートを整備します。

R8～
R9

教育総務課

7 継続
北成中学校施設
整備事業

廊下及びトイレの照明をLEDに更新します。 R8 教育総務課
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No. 重点PJ 種別 事業名 事業概要 年度 主管課名

8 1-② 継続
学校給食セン
ター運営事業

中学校及び広井郷小学校の給食を提供する学校給食セン
ターをPFI方式により運営します。

R8～ 学校教育課

9 1-② 継続
学校給食費無償
化事業
（1-1-2重複）

保護者負担となっている学校給食における食材費について
完全無償化を実施し、保護者の経済的負担を軽減します。

R8～ 学校教育課

10 1-② 継続

県立中高一貫教
育校の実現に向
けた検討
（1-3-1重複）

県内最高水準の子育て・教育環境を実現できるよう、置賜
地域初の中高一貫教育校の誘致に向け検討を進め、関係
機関に働きかけるとともに、市民意識の醸成を図ります。

R8～
政策企画課
学校教育課

3　学校・家庭・地域が連携した教育の推進
No. 重点PJ 種別 事業名 事業概要 年度 主管課名

1 新規
部活動の地域展
開に関する支援
事業

休日の中学生のスポーツ・文化活動を地域で行えるよう体
制を整備し、活動場所や用具、指導者謝金等について支
援を行います。

R8～ 学校教育課

2 継続
高等教育機関開
放講座委託事業
（1-3-2重複）

山形大学工学部のモバイルキッズケミラボや県立米沢女子
短期大学の総合教養講座の一般開放等を通じて、市民の
学習機会を広げるとともに、地域に根差した生涯学習の振
興を図ります。

R8～ 社会教育課

3 継続
青少年指導セン
ター事業
（3-2-2重複）

青少年の健全育成のため、青少年指導センターの事業の
推進を図ります。

R8～ 社会教育課

施策1-3　学園都市・生涯学習

1　高校との連携の推進
No. 重点PJ 種別 事業名 事業概要 年度 主管課名

1 継続

米沢鶴城高等学
校地域コンソーシ
アムの運営
（2-4-1重複）

米沢鶴城高等学校が実践する人材育成教育等の取組に
継続した支援を行うことで、産業振興による活力にあふれた
魅力ある地域づくりの推進と次世代を担う卒業生の本市へ
の定住・定着の促進を図ります。

R8～ 商工課

2 1-② 継続

県立中高一貫教
育校の実現に向
けた検討
（1-2-2重複）

県内最高水準の子育て・教育環境を実現できるよう、置賜
地域初の中高一貫教育校の誘致に向け検討を進め、関係
機関に働きかけるとともに、市民意識の醸成を図ります。

R8～
政策企画課
学校教育課

2　大学との連携の推進
No. 重点PJ 種別 事業名 事業概要 年度 主管課名

1 1-③ 新規

学園都市よねざ
わ卒業・就職・定
住祝金支給事業
（2-4-1重複）
（5-3-3重複）

市内大学の新卒者で市内事業所等に就職した市民に祝金
を支給し、定住の促進を図ります。

R8～
R10

地域振興課

2 継続
学園都市推進事
業

各大学へのサポートや学生と地域との交流イベント等を行う
学園都市推進協議会の活動を支援するなど、学園都市づ
くりを推進します。
・学園都市推進協議会負担金
・山形大学工学部共創拠点事業補助金
・山形県公立大学法人地域貢献活動支援補助金

R8～ 地域振興課

3 継続
産学官協働によ
る研究支援事業

山形大学工学部における市民生活の向上や産業振興に資
する研究活動を支援します。
・山形大学産業研究所研究奨励金

R8～ 商工課

4 継続
高等教育機関開
放講座委託事業
（1-2-3重複）

山形大学工学部のモバイルキッズケミラボや県立米沢女子
短期大学の総合教養講座の一般開放等を通じて、市民の
学習機会を広げるとともに、地域に根差した生涯学習の振
興を図ります。

R8～ 社会教育課

3　生涯学習の推進
No. 重点PJ 種別 事業名 事業概要 年度 主管課名

1 継続
鷹山大学運営事
業

市民の生涯学習を推進するための基盤づくりや体制の整備
を図ります。

R8～ 社会教育課
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No. 重点PJ 種別 事業名 事業概要 年度 主管課名

2 継続
市立米沢図書館
図書購入事業

市民の多様なニーズに対応するため、図書館蔵書の充実
を図ります。

R8～ 社会教育課

施策1-4　文化・スポーツ

1　文化芸術の振興
No. 重点PJ 種別 事業名 事業概要 年度 主管課名

1 継続
市民芸術文化活
動促進事業

市民芸術祭の開催により、積極的な市民の参加による創造
性に富んだ芸術文化活動の促進を図ります。

R8～ 文化課

2 継続
秋山庄太郎記念
米沢市写真文化
賞事業

作品を広く全国から公募する秋山庄太郎記念米沢市写真
文化賞を実施し、写真文化の振興と奨励を図ります。
・秋山庄太郎記念米沢市写真文化賞実行委員会負担金

R8～ 文化課

3 2-③ 新規
上杉博物館展示
室改修事業

常設展示室の一部を改修し、デジタルコンテンツ等の展示
を拡充させ、入館者の増加を図ります。

R9～ 文化課

4 拡充
伝国の杜大規模
改修等事業

伝国の杜の大規模改修を実施するほか、設備の修繕や更
新を行います。

R8～ 文化課

5 継続
博物館資料整備
事業

本市にまつわる貴重な歴史文化関連資料を調査、収集し、
博物館収蔵資料の充実を図ります。

R8～ 文化課

6 継続
米沢藩主上杉家
墓所維持運営事
業

米沢藩主上杉家墓所を適切な状態で維持し、一般公開を
実施していくために必要となる支援を行います。

R8～ 文化課

7 新規
姫鶴一文字保存
修理事業

上杉謙信所用と伝わる国指定文化財「太刀　銘一（号姫鶴
一文字）」の保存修理と鞘の新調を行います。

R9 文化課

8 新規
未指定文化財保
存修理事業

博物館・図書館・埋蔵文化財資料室等で所蔵する未指定
の市所有文化財について修理を行います。

R8～
R10

文化課

9 継続
文化財保存修理
支援事業

経年劣化が進んでいる上杉神社所蔵の国指定文化財服
飾類等の状態確認調査・保存修理を支援します。

R8～ 文化課

10 継続
旧米沢高等工業
学校本館保存修
理事業

山形大学が実施する国指定文化財旧米沢高等工業学校
本館の保存修理工事を支援します。

R8～ 文化課

11 拡充
市内遺跡発掘調
査事業

開発事業に伴う試掘・確認等調査を行います。また、国指
定史跡舘山城跡の保存活用計画を策定します。

R8～ 文化課

12 継続
上杉治憲敬師郊
迎跡保存修理事
業

国指定史跡上杉治憲敬師郊迎跡の構成文化財である普
門院本堂と羽黒神社社務所・随神門の保存修理工事を行
います。

R8～ 文化課

2　スポーツの振興
No. 重点PJ 種別 事業名 事業概要 年度 主管課名

1 新規

米澤チャレンジマ
ラソン・ウォーク事
業
（4-1-1重複）

歩くことや走ることを楽しみながら、誰もが気軽にスポーツに
楽しむ機会を提供します。

R8～ スポーツ課

2 継続
合宿誘致事業
（5-3-2重複）

スポーツツーリズムの一環として大学の運動部等を合宿に
誘致し、滞在期間中に本市の団体等と交流して交流人口
の拡大を図ります。

R8～ スポーツ課

3 新規
市営プール大規
模改修事業

給排水設備の改修を行います。 R8 スポーツ課

4 新規
市営人工芝サッ
カーフィールド照
明設備改修事業

夜間照明設備の改修を行います。 R8 スポーツ課

基本目標２　産業・経済

施策2-1　商工業

1　商工業の振興
No. 重点PJ 種別 事業名 事業概要 年度 主管課名

1 2-① 継続

（仮称）米沢地域
産業振興セン
ター整備事業
（2-1-3重複）

米沢商工会議所が設置する（仮称）米沢地域産業振興セ
ンターについて、整備費用の一部を補助します。

R8 商工課
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No. 重点PJ 種別 事業名 事業概要 年度 主管課名

2 継続

米沢ファッション
ベースキャンププ
ロジェクト推進事
業

全国有数の繊維総合産地である本市の新たな価値の創造
を目指し、洋装関連企業が連携して意匠や生産、国内外
販路開拓等に取り組むことに対する支援を行います。

R8 商工課

3 2-① 新規
米沢ものづくり高
付加価値化推進
事業

市内ものづくり関連事業者を対象として、生産性向上に寄
与する設備投資、研究開発及び技術移転等への支援を行
います。

R8～ 商工課

4 新規
移動販売支援事
業

移動販売等、買い物困難者向けサービスを行う事業者に
対し、販路開拓に向けた取組を支援します。
・移動販売支援事業費補助金

R8～
R9

商工課

5 継続
商工業地域活性
化支援事業

商店街や中小企業等が実施する活性化事業、空き店舗活
用事業、新商品開発事業、販路拡大事業等を支援しま
す。
・商工業地域活性化支援事業費補助金

R8～ 商工課

6 継続
商店街等にぎわ
い創出事業

商店街等の活性化及びにぎわいの創出のため、中小企業
者が連携して実施する事業の促進を図ります。
・商店街等にぎわい創出事業費補助金

R8～ 商工課

7 継続
米沢ものづくり振
興事業

本市のものづくり企業の経営基盤である技術開発力強化、
販路開拓及び人材育成等に係る各種事業を展開し、地域
ものづくり産業の高付加価値化を推進します。

R8～ 商工課

8 継続
サステナブルエレ
クトロニクス産業
集積推進事業

山形大学に各種業務を委託し、先端研究シーズの事業化
促進や市内企業との技術連携の促進、セミナーの開催によ
る研究内容の周知等を図ります。

R8～ 商工課

9 継続
繊維産業振興事
業

米沢繊維協議会の販路開拓や新商品開発等の事業を支
援し、繊維産業の振興を図ります。
・織物振興対策事業費補助金

R8～ 商工課

10 継続
中小企業活性化
事業

市内企業の大部分を占める中小企業の経営指導等による
経営基盤の強化を促進するとともに、公的融資制度や信用
保証制度の運用により、中小企業が安定した経営を行うこ
とができる環境づくりを推進します。
・米沢商工会議所事業費補助金
・山形県信用保証協会保証料補給金
・中小企業緊急災害等対策利子補給補助金
・緊急特例経営安定資金利子補給補助金
・産業立地促進資金融資制度
・商工業振興資金融資制度

R8～ 商工課

11 継続
中心市街地活性
化事業

ナセＢＡや西條天満公園等の各種施設を活用し、まちなか
の活性化に寄与する事業を展開していくことで賑わい創出
を目指します。
・中心市街地活性化協議会負担金

R8～

都市計画課
(政策企画課
商工課
文化課

社会教育課)

2　企業立地の促進
No. 重点PJ 種別 事業名 事業概要 年度 主管課名

1 継続
企業立地推進事
業

本市の産業競争力強化と雇用機会の創出に向け、米沢オ
フィス・アルカディアを中心に本市への企業立地を図りま
す。
・企業立地促進助成金
・企業立地雇用促進奨励金

R8～ 商工課

2 2-① 継続
新産業団地整備
事業

新産業団地整備について検討、実施します。
・基本設計、実施設計
・農村地域への産業導入実施計画変更業務
・地質調査、現地測量、交通量調査、補償調査
・企業立地動向調査

R8～ 商工課

3 新規

新産業団地整備
に伴う上水道配
水管整備事業
（3-8-1重複）

新産業団地の整備に伴い、上水道の整備を行います。
R10
～

水道課

21



No. 重点PJ 種別 事業名 事業概要 年度 主管課名

4 新規

新産業団地整備
に伴う公共下水
道管渠整備事業
（3-8-2重複）

新産業団地の整備に伴い、下水道の整備を行います。 R9～ 下水道課

3　創業の促進
No. 重点PJ 種別 事業名 事業概要 年度 主管課名

1 2-① 継続

（仮称）米沢地域
産業振興セン
ター整備事業
（2-1-1重複）

米沢商工会議所が設置する（仮称）米沢地域産業振興セ
ンターについて、整備費用の一部を補助します。

R8 商工課

2 継続 創業支援事業
創業を目指す人の基礎知識の習得や課題解決等に対する
支援を実施することで、市内における創業を促進します。
・創業支援事業費補助金

R8～ 商工課

施策2-2　観光業

1　観光基盤の整備
No. 重点PJ 種別 事業名 事業概要 年度 主管課名

1 新規

NHK米沢ラジオ
中継放送局跡地
活用事業
（3-5-1重複）

NHK米沢ラジオ中継放送局の跡地を活用し、市民や観光
客が足を運ぶ憩いの場を整備します。

R9～
R10

政策企画課

2 継続

最上川源流よね
ざわ紅花プロジェ
クト事業
（2-3-2重複）
（5-3-2重複）

本市の紅花に関する様々な取組を一体的に展開することに
より、次世代への歴史・文化の継承や観光資源としての活
用を図ります。

R8～ 地域振興課

3 継続
イベントを活用し
た観光振興事業
（3-4-4重複）

四季を通じて各種まつりを開催し、市内外からの観光客の
誘致拡大を図るとともに、市民のシビックプライドの醸成につ
なげます。

R8～ 観光課

4 新規
小野川温泉持続
化支援事業

外部専門家を招へいし、地元住民、市内観光関係者等に
よる勉強会並びに小野川温泉の持続化と活性化に係る調
査研究を行います。

R8～ 観光課

5 継続
やまがた愛の武
将隊設置事業

やまがた愛の武将隊を活用して、「上杉の城下町米沢」を
広くＰＲし、交流人口の拡大を図ります。
・地域資源活用交流促進事業負担金

R8～ 観光課

6 2-③ 新規

天元台拠点整備
及び誘客拡大事
業
（3-4-4重複）

天元台の受入環境を整備するとともに、専門人材による経
営改善を図ります。

R8～ 観光課

7 継続
天元台索道施設
整備事業

天元台の索道施設について計画的に改修を行います。 R8～ 観光課

8 新規
置賜広域観光案
内センター等大
規模改修事業

屋根及び外壁等修繕（２期工事）並びに高圧受電設備更
新を行います。

R8～
R10

観光課

9 継続
道の駅米沢を中
心とした広域観光
推進事業

総合観光案内所を中心とした情報発信や置賜管内周遊促
進のための旅行商品造成等により、交流人口の拡大による
域内消費額の増加を図ります。
・総合観光案内所運営事業
・農産物加工施設運営事業
・プロモーション事業
・域内誘導企画事業

R8～
観光課

農業振興課

10 継続
道の駅米沢空調
設備改修事業

道の駅米沢の空調機器について年次計画により改修を行
います。

R9～ 観光課
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2　国内外に向けた観光プロモーションの推進
No. 重点PJ 種別 事業名 事業概要 年度 主管課名

1 継続
インバウンド推進
事業

誘客プロモーションの実施や旅行商品の造成及び受入態
勢の整備をしながら本市の情報発信を行うことで認知度向
上につなげ、台湾をはじめとした訪日外国人観光客を本市
に誘導し、交流人口の増加による市内経済の活性化を図り
ます。
・海外からの誘客に向けたプロモーション事業
・台湾台北温泉まつりでのインバウンド誘客プロモーション事
業

R8～ 観光課

2 継続
コンベンション開
催支援事業
（5-3-2重複）

コンベンションを誘致促進することで交流人口の拡大に取り
組み、市内経済の活性化を図ります。
・コンベンション開催支援事業費補助金

R8～ 観光課

3　観光推進体制の強化
No. 重点PJ 種別 事業名 事業概要 年度 主管課名

1 継続
米沢市版DMO推
進事業
（5-3-2重複）

持続可能な地域活性化を図るため、地域内の多様な関係
者における合意形成と連携による観光振興事業を行いま
す。また、効率的な観光地運営のため、観光関係団体の業
務を整理・統合し、観光推進体制の強化を図ります。
・観光ＤＸ事業
・地域の魅力磨き上げ事業
・プロモーション事業
・地域商社事業

R8～ 観光課

2 継続
観光物産振興事
業

姉妹都市等及び山形県、県観光物産協会等が実施する観
光物産展へ積極的に参加することで、市内物産事業者の
販路拡大と運営基盤強化につなげます。
・米沢観光コンベンション協会運営費補助金
・物産振興事業

R8～ 観光課

施策2-3　農林業

1　農林業の担い手の育成
No. 重点PJ 種別 事業名 事業概要 年度 主管課名

1 2-② 継続
未来を拓く農業
支援事業
（2-3-2重複）

持続可能な農業経営を実現するため、スマート農業や新規
就農者への支援と６次産業化の推進により、農業の活性化
を図ります。

R8～ 農業振興課

2 継続
新規就農者育成
総合対策

農業への定着を促進するため、機械・設備等の導入や就
農に向けた経営開始資金を支援します。

R8～ 農業振興課

2　農畜産物のブランド化
No. 重点PJ 種別 事業名 事業概要 年度 主管課名

1 継続

最上川源流よね
ざわ紅花プロジェ
クト事業
（2-2-1重複）
（5-3-2重複）

本市の紅花に関する様々な取組を一体的に展開することに
より、次世代への歴史・文化の継承や観光資源としての活
用を図ります。

R8～ 地域振興課

2 2-① 新規
未来につなぐ園
芸産地強化事業

稼げる園芸農業の実現を目指すため、施設や機械、優良
品種苗の導入のほか、生産体制を継続していくための施設
の長寿命化や温暖化対策等の取組を支援します。

R8～ 農業振興課

3 継続
有機農業推進事
業

環境に配慮した持続可能な農業を推進するため、新規栽
培者への技術支援、学校給食への有機農産物の活用等、
一体的な取組を進めます。

R8～ 農業振興課

4 継続
ニジサクラ養殖未
収益期間支援事
業

県の新ブランドサーモン「ニジサクラ」を本市の新たな水産
資源とするための生産振興を図ります。養殖期間約３年で１
サイクルのため、初期養殖ロットが出荷されるまでの未収益
期間における餌代を支援します。
・ニジサクラ養殖未収益期間支援事業費補助金

R8～ 農業振興課
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No. 重点PJ 種別 事業名 事業概要 年度 主管課名

5 継続
野菜・果樹・花き
等振興事業

生産基盤整備等に対し助成を行い、収益性の高い園芸作
物の生産を促進することで、所得の確保と経営の安定化を
図ります。
・未来につなぐ園芸産地強化事業費補助金
・園芸やまがた産地発展サポート事業費補助金
・産地生産基盤パワーアップ事業費補助金

R8～ 農業振興課

6 継続
環境保全型農業
直接支払事業

地球温暖化防止や生物多様性保全に効果の高い営農活
動に取り組む農業者等に対して支援を行い、農業の持つ環
境保全機能の向上を図ります。
・環境保全型農業直接支払交付金

R8～ 農業振興課

7 2-② 継続
未来を拓く農業
支援事業
（2-3-1重複）

持続可能な農業経営を実現するため、スマート農業や新規
就農者への支援と６次産業化の推進により、農業の活性化
を図ります。

R8～ 農業振興課

8 継続
地域特産農産物
消費流通拡大事
業

本市特産農産物の販売促進を支援するとともに、地場農産
物の地域内での消費拡大をさらに推進します。

R8～ 農業振興課

9 継続 畜産振興事業

銘柄米沢牛のブランド力の強化や生産基盤の強化を推進
するため、生産性の向上と経営体質の強化を図ります。
・肉畜振興対策事業利子補給補助金
・畜産経営支援事業費補助金
・畜産生産持続強化支援事業費補助金

R8～ 農業振興課

10 拡充
と畜場及び食肉
市場管理事業

施設設備の更新を計画的に行うことで、と畜作業中断リスク
の低減を図り、地域内食肉流通の拠点機能を維持します。

R8～ 農業振興課

3　生産・流通体制の整備とスマート農業の活用
No. 重点PJ 種別 事業名 事業概要 年度 主管課名

1 拡充
農地流動化促進
事業

生産性の向上と優良農地の保全を図るため、借受又は買
受により農地を集積し、効率的かつ安定的に農業経営を行
う者に支援を行うとともに、農地の集約化を更に促進するた
め農地の貸付者に対する支援を拡充します。
・農地流動化促進事業費補助金

R8～
農業委員会
事務局

2 継続
農業金融対策事
業

農業の総合的振興と経営の近代化及び合理化を目指す農
業者や各種災害で被害を受けた農業者に対し、融資の際
の利子補給を行います。
・農業経営基盤強化資金利子助成補助金
・災害・経営安定対策資金利子補給補助金
・農業競争力強化利子助成補助金
・農林漁業天災対策資金利子補給補助金

R8～ 農業振興課

3 継続
農地集積・集約
化対策事業

農地中間管理機構が農地を借り受けて、担い手に集約して
貸し付けることで、農地の効率的な利活用を進め、農業経
営基盤の強化を図ります。
・地域集積協力金
・農地整備・集約協力金

R8～ 農業振興課

4 継続
中山間地域等直
接支払事業

地域（国土）の水源涵養、洪水防止、土砂崩壊防止等の農
地の持つ多面的機能の維持を図るとともに、中山間地域等
における農業生産の条件不利を是正し、適正な農業生産
活動を推進します。
・中山間地域等直接支払事業費交付金

R8～ 農業振興課

5 継続
地域内畜産物流
通体系確立事業

地域内の畜産物流通促進及び畜産農家の所得向上のた
め地域内で生産された畜産物の流通コスト低減、新規枝肉
購買者の確保、安定した格付業務によって食肉センターの
総合的な流通力強化を図ります。
・地域内畜産物流通体系確立事業費補助金

R8～ 農業振興課

6 継続
吾妻山ろく放牧場
管理事業

管理用道路をパドック周辺に新設することで、人力での牛の
運搬距離を短くし、作業効率の向上と作業時の安全対策を
図ります。

R8～
R9

農業振興課

7 継続
多面的機能支払
事業

農地・農業用水路等の資源の日常の保全管理活動に加
え、老朽化が進む農業用用排水路等の長寿命化のための
活動組織を支援します。

R8～
森林農村整
備課

8 継続
県営土地改良事
業

ほ場整備等の県営事業の事業費を負担します。 R8～
森林農村整
備課
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No. 重点PJ 種別 事業名 事業概要 年度 主管課名

9 継続
青果物地方卸売
市場施設再整備
事業

近年の食品流通部門の厳しい情勢変化に適応した低温管
理できる機能強化も含めた施設整備を図るため、市内民間
企業（卸売会社）が行う整備に対する応分の支援を行いま
す。

R8～ 農業振興課

4　鳥獣による農林業被害対策の推進
No. 重点PJ 種別 事業名 事業概要 年度 主管課名

1 2-② 拡充

ICT技術を活用し
た鳥獣被害対策
事業
（3-2-4重複）

ICT技術を活用し、捕獲従事者の負担軽減、職員のマンパ
ワー不足を補いながら、詳細な生態調査等を行い効果的な
防除・捕獲等を実施します。

R8～
森林農村整
備課

５　森林資源の利用・保全
No. 重点PJ 種別 事業名 事業概要 年度 主管課名

1 2-① 拡充
森林環境譲与税
活用事業

森林環境譲与税を活用し、森林長期ビジョンの策定、森林
境界明確化や森林経営管理制度の推進、森林整備を行い
ます。また、林業経営体の体制強化や担い手育成、木材循
環利用等、林業振興に資する事業の展開を図ります。

R8～
森林農村整
備課

2 継続
みどり環境税活用
事業

豊かな森づくりを推進するため、市民との協働の森づくりを
進め、森林の有する多面的機能の発揮を図るとともに、森
林整備の必要性について啓発活動を行います。
・みどり豊かな森林環境づくり推進事業交付金

R8～
森林農村整
備課

3 継続
森林病害虫等防
除事業

松くい虫やナラ枯れの被害拡大を防止し、里山景観の形成
と森林の公益的機能の維持を図ります。

R8～
森林農村整
備課

4 継続
林道橋梁点検診
断保全整備事業

林道施設長寿命化計画に基づき、林道橋を適切に維持管
理します。

R8～
森林農村整
備課

施策2-4　産業人材・雇用

1　産業人材の育成
No. 重点PJ 種別 事業名 事業概要 年度 主管課名

1 1-③ 拡充

新やまがた就職
促進奨学金返還
支援事業
（5-3-3重複）

県と連携して実施している奨学金返還支援事業において、
本市独自の上乗せにより差別化を図り、若者の本市への回
帰・定着を促進します。

R8～ 地域振興課

2 1-③ 新規

学園都市よねざ
わ卒業・就職・定
住祝金支給事業
（1-3-2重複）
（5-3-3重複）

市内大学の新卒者で市内事業所等に就職した市民に祝金
を支給し、定住の促進を図ります。

R8～
R10

地域振興課

3 1-③ 継続
産業人材定着促
進事業
（5-3-3重複）

地域の高校生・短大生・大学生の地元企業への就職促進
と定着、都市部に進学した地元出身学生や若年労働者の
呼び戻しや移住促進（UIJターン）等の事業を行います。

R8～ 商工課

4 継続

米沢鶴城高等学
校地域コンソーシ
アムの運営
（1-3-1重複）

米沢鶴城高等学校が実践する人材育成教育等の取組に
継続した支援を行うことで、産業振興による活力にあふれた
魅力ある地域づくりの推進と次世代を担う卒業生の本市へ
の定住・定着の促進を図ります。

R8～ 商工課

2　就業環境の整備
No. 重点PJ 種別 事業名 事業概要 年度 主管課名

1 1-③ 新規
女性・若者雇用
促進事業

若者や女性に選ばれる魅力ある職場づくりを促進するため、
市内企業が行う働き方改革や職場環境整備等に係る創意
工夫に対し補助金を交付し、子育て両立や女性活躍に取り
組む企業を支援します。

R8～
R10

商工課

2 継続
就業相談員配置
事業

内職を希望する市民の相談を受け、内職求職者への斡旋
を行うため、就業相談員を配置します。

R8～ 商工課
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3　多様な働き方の促進
No. 重点PJ 種別 事業名 事業概要 年度 主管課名

1 継続
地域子ども・子育
て支援事業
（1-1-4重複）

保育に関する多様なニーズに対応した事業を行います。
・利用者支援事業
・延長保育事業費補助金
・地域子育て支援拠点事業費補助金
・一時預かり事業費補助金（一般型・幼稚園型)
・病児保育事業費補助金(病児対応型・体調不良児対応
型)
・実費徴収に係る補足給付事業費補助金
・子育て援助活動支援事業

R8～
子育て支援

課

2 継続
労働者生活安定
対策事業

労働者生活安定資金貸付制度により、未組織労働者の生
活の安定と向上を図ります。
・労働者生活安定資金貸付金

R8～ 商工課

基本目標３　環境・防災・社会基盤

施策3-1　脱炭素・環境保全

1　脱炭素社会の推進
No. 重点PJ 種別 事業名 事業概要 年度 主管課名

1 3-① 新規
脱炭素先行地域
づくり事業

国が目指す2050年カーボンニュートラル達成に向けた先進
的なモデル地域として、米沢牛のサプライチェーン全体の
脱炭素化を図ります。また、市民、事業者の行動変容につ
ながる学習の機会を提供し、人材を育成するとともに情報
発信を行います。

R8～ 環境課

2 継続
カーボンニュート
ラル戦略アドバイ
ザー招へい事業

ゼロカーボンシティの実現に向け、環境やエネルギー等の脱
炭素分野の専門的な知見を有し、積極的な助言が可能な
専門人材を招へいします。

R8～ 環境課

3 新規
公共施設照明
LED化事業
（5-5-2重複）

公共施設の照明器具をＬＥＤ照明に更新し、省エネに取り組
みます。

R8～ 財政課ほか

4 新規
再エネ電力への
切替事業

公共施設において二酸化炭素排出量ゼロの電力への切替
を推進します。

R8～ 環境課

2　環境保全の推進
No. 重点PJ 種別 事業名 事業概要 年度 主管課名

1 継続
環境衛生及び保
健衛生推進活動
の支援

地域の環境衛生及び保健衛生活動を推進するため、その
中心的役割を担う団体を支援します。
・米沢市衛生組合連合会補助金

R8～ 環境課

2 継続 公害対策事業
市民の健康の保護及び生活環境の保全を推進するため、
自動車騒音常時監視評価や河川水質調査等を行います。

R8～ 環境課

3　循環型社会の推進
No. 重点PJ 種別 事業名 事業概要 年度 主管課名

1 継続
ごみの適正な収
集運搬

生活様式の変化により多様化する一般廃棄物を衛生的、
効率的かつ安全に処理します。

R8～ 環境課

2 継続
不法投棄防止対
策の推進

不法投棄防止対策のため、廃棄物適正処理推進員を配置
し、啓発活動及び監視体制を強化します。

R8～ 環境課

3 継続
海岸漂着物対策
事業（ごみ拾いイ
ベント）

２次マイクロプラスチックの海洋流出を防ぐため、まちごみ等
のごみ拾いを市民参加型で展開します。

R8～ 環境課

4 継続
ごみ減量化とリサ
イクル推進事業

一般廃棄物が多様化する中、リサイクル可能な資源物を分
別回収するなどリサイクルを推進し、ごみの減量化と資源の
有効活用を推進します。

R8～ 環境課

5 継続
最終処分場周辺
環境整備事業

最終処分場周辺地域の道路改良、交通安全施設設置等
を実施し、安全な生活道路環境を確保します。

R8～ 環境課
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施策3-2　生活安全

1　交通安全対策の推進
No. 重点PJ 種別 事業名 事業概要 年度 主管課名

1 継続
交通安全意識の
高揚推進事業

国や県の交通安全基本計画に基づく取組により、交通安全
意識の高揚と交通マナーの普及を推進します。
・交通安全教育推進事業
・高齢者運転免許自主返納支援事業

R8～ 生活安全課

2 継続
交通安全施設整
備事業

交通安全施設を適切に管理し、市民の安心安全を確保し
ます。

R8～ 土木課

2　防犯対策の推進
No. 重点PJ 種別 事業名 事業概要 年度 主管課名

1 継続
防犯活動推進事
業

暴力や犯罪のない安全安心なまちづくりを推進します。 R8～ 生活安全課

2 継続
LED公衆街路灯
設置事業

LED公衆街路灯を設置する町内会等に対し、補助金を交
付します。また、LEDからLED電灯への交換についての補助
を継続します。

R8～ 生活安全課

3 継続
犯罪被害者等支
援事業

犯罪被害者又は遺族への見舞金支給により、一時的な経
済的負担の軽減を図ります。また、講演会等を開催し、犯
罪被害者等に対する市民等の理解度を深めます。

R8～ 生活安全課

4 継続
青少年指導セン
ター事業
(1-2-3重複）

青少年の健全育成のため、青少年指導センターの事業の
推進を図ります。

R8～ 社会教育課

3　消費者被害対策の推進
No. 重点PJ 種別 事業名 事業概要 年度 主管課名

1 継続
消費者行政推進
事業

消費者教育推進計画に基づき、消費生活相談体制、消費
者情報の収集・提供及び消費者教育・啓発等の消費者行
政に取り組み、地域一体型の消費者教育事業を推進しま
す。

R8～ 生活安全課

4　生活圏における鳥獣被害対策の推進
No. 重点PJ 種別 事業名 事業概要 年度 主管課名

1 3-① 拡充
野生鳥獣市街地
出没対策事業

野生鳥獣が市街地に出没しにくい環境及び出没時の対応
体制を整備します。

R8～
森林農村整
備課

2 2-② 拡充

ICT技術を活用し
た鳥獣被害対策
事業
（2-3-4重複）

ICT技術を活用し、捕獲従事者の負担軽減、職員のマンパ
ワー不足を補いながら、詳細な生態調査等を行い効果的な
防除・捕獲等を実施します。

R8～
森林農村整
備課

施策3-3　防災・消防

1　防災基盤の整備
No. 重点PJ 種別 事業名 事業概要 年度 主管課名

1 新規

南部コミュニティ
センター空調設
備改修事業
（5-1-3重複）

避難施設でもある南部コミュニティセンターの空調設備につ
いて、老朽化した既存の設備を撤去し、災害時にも継続使
用が可能な設備を整備します。

R8～
R9

コミュニティ
推進課

2 継続
災害に強い都市
基盤の整備

河川の浚渫等を行い、災害防止を図るとともに、生活関連
水路の整備を進め、防災のまちづくりを推進します。
・河川施設改修事業
・水路整備事業

R8～ 土木課

2　防災力の強化
No. 重点PJ 種別 事業名 事業概要 年度 主管課名

1 拡充
避難行動要支援
者支援事業
（4-3-1重複）

自主防災組織や地域住民、福祉関係者等との連携を強化
し、避難行動要支援者の実効性のある避難体制を構築し
ます。

R8～

防災危機管
理課

社会福祉課
高齢福祉課

2 新規
防災マップ更新
事業

洪水浸水想定区域の追加、新たな「土砂災害が発生する
おそれのある箇所」の追加、指定避難所の変更等を踏ま
え、防災マップを更新します。

R8
防災危機管
理課
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No. 重点PJ 種別 事業名 事業概要 年度 主管課名

3 新規
防災行政無線シ
ステム等更新・改
修事業

計画的な老朽化対応を行いつつ、より効率的な防災情報
の伝達手段を検討します。

R8～
防災危機管
理課

4 拡充
災害用備蓄・資
機材整備事業

災害備蓄方針で定めている備蓄目標を満たしていない備
蓄品等を整備します。

R8～
防災危機管
理課

5 新規
県総合防災訓練
の実施

県と合同で開催する総合防災訓練を、令和10年度に本市
を会場として行います。

R9～
R10

防災危機管
理課

6 継続
自主防災組織の
育成

自主防災組織の設立を促進するとともに、既存組織の育成
を行うため、防災資機材を交付し支援します。

R8～
防災危機管
理課

7 継続
総合防災訓練の
実施

実践的な訓練を実施し、関係機関等との連携体制の確立
と防災意識の高揚を図ります。

R8～
防災危機管
理課

8 継続
避難者支援セン
ター運営事業

震災等の影響により本市に避難されている人のくつろぎの場
として、避難者支援センターを設置運営し、様々な情報提
供を行います。

R8～
防災危機管
理課

3　消防力の強化
No. 重点PJ 種別 事業名 事業概要 年度 主管課名

1 3-① 継続
広域消防事業
（5-5-5重複）

本市、南陽市、高畠町、川西町の２市２町の消防及び救急
に関する業務を置賜広域行政事務組合で広域消防として
行います。

R8～
防災危機管
理課

2 拡充
消防団装備品整
備事業

消防団の装備品について、団員の災害対応力の向上並び
に安全かつ円滑な消防団活動を可能にすることを目的と
し、高性能規格への更新及び不足数量分の整備を行いま
す。

R8～
防災危機管
理課

3 継続
消防団軽資機材
搬送車整備事業

部班の統廃合により、活動範囲が広くなった班に対し、軽資
機材搬送車を配備します。

R8
防災危機管
理課

4 継続
消防団施設整備
事業

計画的に消防団の施設整備等を行います。 R8～
防災危機管
理課

施策3-4　雪対策

1　冬期間の生活支援体制の整備
No. 重点PJ 種別 事業名 事業概要 年度 主管課名

1 継続
雪対策総合計画
推進事業

雪対策総合計画に基づき、道路等の効率的な除排雪を推
進するほか、高齢者・障がい者等への支援や共助意識の
醸成に取り組み、雪に強い地域づくりを目指します。

R8～ 地域振興課

2 継続
地域の支え合い
による除排雪事
業

地域主体で行う地域内の除排雪体制整備を支援し、地域
共助による雪対策の強化を促進します。
・地域の支え合いによる除排雪事業費補助金

R8～
コミュニティ
推進課

3 継続

在宅高齢者等雪
下ろし・除雪支援
事業
（4-5-2重複）

高齢者世帯や重度の障がい者世帯が冬期間においても支
障なく自立した生活を営めるよう支援します。
・高齢者等雪下ろし助成事業
・高齢者等除雪援助員派遣事業

R8～ 高齢福祉課

4 継続
ひとり親家庭雪下
ろし助成事業
(1-1-3重複）

住居の雪下ろしを自力で行うことが困難なひとり親家庭を対
象とし、雪下ろしに要した費用の一部を助成します。

R8～ こども家庭課

2　除排雪体制の整備
No. 重点PJ 種別 事業名 事業概要 年度 主管課名

1 3-① 継続
きめ細かな道路
除排雪事業

冬期間の市民生活と産業経済活動の安定のため、道路交
通を確保し、雪に強いまちづくりを推進します。また、除雪車
運行管理システムや積雪深センサーを活用し、地域の状況
に応じた除雪体制の構築と事務の簡略化を図るほか、除雪
オペレーターの確保や地域との共助による除排雪体制の充
実に取り組みます。

R8～ 土木課

3　雪に対する基盤の整備
No. 重点PJ 種別 事業名 事業概要 年度 主管課名

1 継続 流雪溝整備事業
冬期間の快適な市民生活を確保するため、流雪溝の整備
を行います。

R8～ 土木課
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No. 重点PJ 種別 事業名 事業概要 年度 主管課名

2 新規
市道米沢駅南北
線融雪設備更新
事業

市道米沢駅南北線の融雪設備を更新することで、国道13
号、米沢駅及び市内をつなぐ重要な幹線道路の冬期間の
安全安心な交通の確保を図ります。

R8～ 土木課

4　雪の利活用の推進
No. 重点PJ 種別 事業名 事業概要 年度 主管課名

1 継続
イベントを活用し
た観光振興事業
（2-2-1重複）

四季を通じて各種まつりを開催し、市内外からの観光客の
誘致拡大を図るとともに、市民のシビックプライドの醸成につ
なげます。

R8～ 観光課

2 2-③ 新規

天元台拠点整備
及び誘客拡大事
業
（2-2-1重複）

天元台の受入環境を整備するとともに、専門人材による経
営改善を図ります。

R8～ 観光課

施策3-5　都市計画・土地利用

1　都市計画・土地利用の推進
No. 重点PJ 種別 事業名 事業概要 年度 主管課名

1 新規

NHK米沢ラジオ
中継放送局跡地
活用事業
（2-2-1重複）

NHK米沢ラジオ中継放送局の跡地を活用し、市民や観光
客が足を運ぶ憩いの場を整備します。

R9～
R10

政策企画課

2 継続 地籍調査事業
地籍情報を明らかにすることで、災害復旧の迅速化、土地
資産の保全、土地取引の円滑化、課税の適正化を推進し
ます。

R8～ 財政課

3 継続
分筆測量登記及
び未登記処理事
業

公有財産となる市道及び水路敷地の登記を行うとともに、
未登記地の解消を図ります。

R8～ 土木課

4 新規
都市計画決定
(変更)事業

都市計画決定(変更)に必要な図書等を作成します。 R9 都市計画課

5 新規
都市計画図修正
事業

最新の都市計画を市民や関係機関に提供するため、都市
計画図を修正します。

R9 都市計画課

6 継続
立地適正化計画
の推進

都市機能の維持・集積を図るとともに、アクセスの向上を図
ることでまちなかへの居住を誘導し、密度の高いコンパクトな
まちづくりを進めるための取組を推進します。

R8～ 都市計画課

2　景観形成の推進
No. 重点PJ 種別 事業名 事業概要 年度 主管課名

1 新規
（仮称）街なみ環
境整備事業

本市の歴史・文化を景観資源として活用・保全し、良好な
景観形成を図る取組を推進します。

R9～ 都市計画課

2 継続
花と樹木におおわ
れたまちづくり事
業

市民協働により花と樹木を通じた魅力あるまちなみを形成
し、市民の豊かな心を醸成します。

R8～ 都市計画課

3 継続
公園維持管理事
業

都市公園や開発緑地等の適正な維持管理、修繕を行いま
す。

R8～ 都市計画課

4 3-② 新規
公園施設長寿命
化事業

都市公園の景観維持と各施設の健全度調査・修繕を行い
ます。
・菱門橋復旧（松が岬公園）
・舞鶴橋健全度調査（松が岬公園）

R8～ 都市計画課

施策3-6　住環境

1　住環境の整備
No. 重点PJ 種別 事業名 事業概要 年度 主管課名

1 3-② 新規
みらいのすまい応
援事業

子育てする若者世帯が住宅を新築する場合、費用の一部
を補助します。加えて、移住世帯や市内業者施工の場合は
加算措置を行います。

R8～ 建築住宅課

2 継続
がけ地近接等危
険住宅移転事業

がけ地の崩壊等により住民の生命に危険を及ぼす恐れのあ
る区域に所在する住宅の移転を促進します。

R8～ 建築住宅課
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No. 重点PJ 種別 事業名 事業概要 年度 主管課名

3 継続
住宅リフォーム支
援事業

市内の住宅リフォームを支援し、市民の快適な居住環境整
備を促進するほか、子育て世帯、新婚世帯及び移住世帯
の住宅リフォームに対して加算措置を行います。
・住宅リフォーム支援事業費補助金

R8～ 建築住宅課

4 継続

高齢者向け優良
賃貸住宅供給事
業
（4-5-2重複）

高齢者の安全で安定した居住を確保するため、高齢者向
け住宅の供給を支援します。
・高齢者向け優良賃貸住宅家賃対策補助金

R8～ 建築住宅課

5 継続
住宅確保要配慮
者専用賃貸住宅
供給事業

セーフティネット住宅として賃貸する民間事業者に対し、家
賃や改修費用の一部を補助します。

R8～ 建築住宅課

2　市営住宅の適正管理
No. 重点PJ 種別 事業名 事業概要 年度 主管課名

1 継続
市営住宅管理事
業

住宅に困窮する低額所得者に対し、低廉な家賃で供給す
る市営住宅の適正な維持管理を行います。また、老朽化が
進む市営住宅について、公営住宅長寿命化計画に沿って
移転・除却し、入居者の安全性の確保と居住性の向上を図
ります。

R8～ 建築住宅課

2 継続
市営住宅ストック
総合改善事業

公営住宅長寿命化計画に基づき、計画的に改修工事を行
います。

R8～ 建築住宅課

3　空き家対策の推進
No. 重点PJ 種別 事業名 事業概要 年度 主管課名

1 継続
空き家等対策事
業

市内の空き家及び空き地の有効活用を通じて、地域の活
性化及び定住促進を図ります。また、危険な状態にある家
屋等が第三者に被害を及ぼすことがないよう危険家屋等の
除却を促進します。
・空き家・空き地利活用支援事業補助金
・不良住宅・特定空家等除却促進事業費補助金

R8～ 建築住宅課

2 新規
第２期空家等対
策計画策定事業

空家等の実態調査を令和８年度に実施し、第２期空家等
対策計画を令和10年度当初に策定します。

R8～
R10

建築住宅課

施策3-7　道路・公共交通

1　道路環境の整備
No. 重点PJ 種別 事業名 事業概要 年度 主管課名

1 継続
国・県道の整備
促進

国道、県道の整備促進を図るため、事業を支援します。
・県営事業負担金
・同盟会、協議会負担金（国道13号、主要地方道米沢高
畠線ほか）

R8～ 土木課

2 3-② 新規

市道米沢環状市
立病院線道路交
通安全施設等整
備事業

山形県道路中期計画2028において、(都)万世橋成島線本
町工区が事業着手へ位置づけられたことに伴い、(都)石垣
町塩井線についても、県と歩調を合わせて事業を推進しま
す。

R8～ 土木課

3 継続
快適に通行できる
市道整備事業

生活道路の利便性向上と交通安全の確保を図るため、市
道の道路改良や舗装等を推進します。また、交通量が多く
経年劣化が著しい主要道路の舗装補修を推進します。
・道路改良事業
・舗装補修事業

R8～ 土木課

4 継続 側溝整備事業
路面排水を適切に処理し、生活環境の向上と安全で快適
な通行を確保するため、側溝整備を推進します。

R8～ 土木課

5 継続
橋りょう長寿命化
事業

橋梁長寿命化修繕計画に基づき、計画的な補修工事を実
施していくことにより、継続的かつ安定的な道路交通を確保
します。

R8～ 土木課

2　公共交通の推進
No. 重点PJ 種別 事業名 事業概要 年度 主管課名

1 拡充
公共交通対策事
業

地域公共交通計画(令和４～８年度)に基づき、持続可能な
公共交通の構築と、利便性の向上を図ります。
・地域公共交通計画改定事業
・第二種免許取得支援事業

R8～ 地域振興課
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No. 重点PJ 種別 事業名 事業概要 年度 主管課名

2 継続
市民バス等運行
事業

市民や観光客等の移動手段を確保するため、市街地循環
路線・万世線・学園都市線の運行を維持していくとともに、
今後必要に応じて各路線の見直しを図ります。また、万世
地区における乗合タクシー運行の検討と併せ、万世線の運
行内容見直しを検討します。

R8～ 地域振興課

3 3-② 拡充
乗合タクシー運行
事業

市民の移動手段を確保するため、乗合タクシーとまちなか
定額タクシーの運行を維持していくとともに、万世地区の乗
合タクシー運行について検討します。

R8～ 地域振興課

施策3-8　上下水道

1　水道水の安定供給
No. 重点PJ 種別 事業名 事業概要 年度 主管課名

1 新規
水道スマートメー
ター実証事業
（5-4-1重複）

水道スマートメーターの導入を検討し、実証事業のエリアを
中山間地域（白布、板谷、梓山、田沢地区）として受信状
況の確認や効果を検証します。

R8～ 業務課

2 継続
給配水管台帳作
成

情報のデジタル化・一元化により、業務を効率化します。ま
た、情報管理の高度化による行政サービスの質的向上と電
子自治体の実現等、高度情報化社会への対応促進を図り
ます。

R8～ 水道課

3 継続
上水道施設改良
事業

道路の新設や改良等に伴う配水管等の整備や老朽化した
配水管の更新を行うとともに、経年劣化に伴う設備等の改
修及び重要管路の耐震化を進め、安定した水道水を供給
します。
・配水管布設・布設替事業
・施設、機器・計器等整備事業
・重要施設耐震化事業

R8～ 水道課

4 継続
非常用水源整備
事業

舘山浄水場の廃止に伴い、非常時の水源を確保するた
め、地下水を利用したポンプ場を整備します。

R8 水道課

5 新規

新産業団地整備
に伴う上水道配
水管整備事業
（2-1-2重複）

新産業団地の整備に伴い、上水道の整備を行います。
R10
～

水道課

6 新規
白布簡易水道施
設整備事業

老朽化した白布浄水場の更新を行い、地域住民に対し安
全安心な水道水を供給できるよう整備します。

R9～ 水道課

7 新規
舘山浄水場解体
事業

廃止する舘山浄水場及び配水池の解体を行います。 R8～ 水道課

8 継続 飲料水改善事業

市内水道未普及地において、安全安心な水の供給を図る
ため、小規模水道施設の新設、更新及び水質検査に対し、
助成を行います。
・飲料水改善事業費補助金
・小規模水道組合衛生管理費補助金

R8～ 生活安全課

2　生活排水対策の推進
No. 重点PJ 種別 事業名 事業概要 年度 主管課名

1 新規

新産業団地整備
に伴う公共下水
道管渠整備事業
（2-1-2重複）

新産業団地の整備に伴い、下水道の整備を行います。 R9～ 下水道課

2 新規
公共下水道管渠
改築事業

管渠改築の計画を策定し、ウォーターPPPの導入を検討し
た上で、老朽化した下水道管の改築を行います。

R8～ 下水道課

3 継続
公共下水道管渠
整備事業

生活環境の改善と公共用水域の水質保全を図るため、下
水道使用の要望がある箇所の下水道整備を行います。

R8～ 下水道課

4 継続
内水浸水対策事
業

内水氾濫地区の解消を図るため、令和７年度作成の内水
浸水シミュレーションデータを活用し、新たに雨水管渠を整
備した場合、内水氾濫の解消が図られるかシミュレーション
を行います。

R8～ 下水道課

5 継続 管渠管理事業
下水道管渠の定期的な保守点検を行い、劣化した管渠の
修繕等を計画的に実施することにより、流下能力の低下を
防ぐとともに不明水対策を行います。

R8～ 下水道課
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No. 重点PJ 種別 事業名 事業概要 年度 主管課名

6 継続
米沢浄水管理セ
ンター処理施設
改築事業

下水道ストックマネジメント計画に基づき、老朽化した施設・
設備の改築を行い、処理場としての処理機能低下を防止
し、生活環境及び公共用水域の水質を維持します。

R8～ 下水道課

7 継続
米沢浄水管理セ
ンター維持管理
事業

下水道終末処理施設の能力や機能の著しい低下を防ぐた
め、日常及び定期的な保守点検を実施するとともに、施設
の整備を行いながら、適正な維持管理に努めます。

R8～ 下水道課

8 継続
米沢浄水管理セ
ンター汚泥処理
事業

処理場の適正な機能の発揮と環境の保護のため、汚水処
理に伴い発生する汚泥処理を適切に行います。

R8～ 下水道課

9 継続
合併処理浄化槽
設置整備事業

生活排水処理施設の早期概成を図るため、下水道未普及
地域における、くみ取り及び単独処理浄化槽からの合併処
理浄化槽への転換や新規設置に対する補助を行います。

R8～ 下水道課

10 継続
浄化槽整備促進
事業

生活排水処理施設の早期概成を図るため、下水道未普及
地域における、くみ取り及び単独処理浄化槽からの合併処
理浄化槽への転換に対する補助を行います。

R8～ 下水道課

11 継続
米沢浄水管理セ
ンター重要備品
更新事業

水・汚泥処理を適正に行うため、水質分析や保守点検に必
要な重要備品を整備し、施設を適正に運営します。

R8～ 下水道課

12 継続
下水道普及促進
事業

下水道の普及促進を図るとともに、接続工事にかかる費用
の一部を補助し水洗化を促進します。
・水洗便所等改造資金融資あっせん及び利子補給金
・公共下水道普及促進補助金

R8～
業務課
水道課

13 新規
(仮称)南原排水
処理施設の管理

南原笹野町住宅団地における集合排水処理施設につい
て、市による運用管理に向けた整備や関係機関との調整を
行います。

R8～ 財政課

3　水環境の保全
No. 重点PJ 種別 事業名 事業概要 年度 主管課名

1 継続 鉱毒防止事業
松川堰組合が行う強酸性水の中和施設の維持管理事業を
支援します。
・松川堰鉱毒防止事業分担金

R8～
森林農村整
備課

基本目標４　健康・医療・福祉

施策4-1　健康・保健

1　健康づくりの推進
No. 重点PJ 種別 事業名 事業概要 年度 主管課名

1 新規
市民健康セミ
ナーの開催

市民向けのセミナーを開催し、医療専門職等による講演等
を通じて健康管理の大切さを学ぶとともに、地域医療を守り
育てる意識醸成に努めます。

R8～ 健康課

2 継続 食育推進事業
第４次食育推進計画に基づき、食育に関する施策を総合
的かつ計画的に推進します。

R8～

健康課
こども家庭課
子育て支援

課
農業振興課
社会教育課
学校教育課

3 新規
予防接種事務デ
ジタル化事業
（5-4-1重複）

予防接種事務のデジタル化により、市民の利便性向上と業
務の効率化を推進します。

R8～ 健康課

4 継続
個別予防接種事
業

感染症の拡大及び重症化を防ぐため、市民が安全かつ確
実にワクチン接種を受けられる機会を確保します。

R8～ 健康課

5 継続 健康増進事業
健康長寿日本一推進プラン（米沢市民健康づくり運動計
画）に基づいた保健事業を実施し、生活習慣病等の予防に
努め、健康の保持増進と健康長寿を推進します。

R8～ 健康課

6 継続 がん検診事業
検診受診者の増加を図るとともに精検受診率の向上に努
め、がんの早期発見・早期治療を推進します。

R8～ 健康課
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No. 重点PJ 種別 事業名 事業概要 年度 主管課名

7 新規

米澤チャレンジマ
ラソン・ウォーク事
業
（1-4-2重複）

歩くことや走ることを楽しみながら、誰もが気軽にスポーツに
楽しむ機会を提供します。

R8～ スポーツ課

8 継続

特定健康診査・
特定保健指導事
業
（4-3-3重複）

生活習慣病の予防、早期発見・早期治療の推進及びメタボ
リックシンドロームの該当者・予備軍の減少を目指し、受診
率と実施率の向上に努めます。

R8～
健康課

保険年金課

2　こころの健康の推進
No. 重点PJ 種別 事業名 事業概要 年度 主管課名

1 継続 自殺対策事業

健康長寿日本一推進プラン（いのち支えあう自殺対策計
画）に基づき、ゲートキーパー養成講座、SOSの出し方・受
け止め方教育事業、メンタルヘルスの普及啓発事業等を通
じて自殺対策を推進します。

R8～ 健康課

３　健康づくりを支援できる環境整備の推進
No. 重点PJ 種別 事業名 事業概要 年度 主管課名

1 継続
健康のまちづくり
推進事業

市民一人ひとりの主体的な健康づくりを推進するため、よね
ざわ健康長寿応援団への登録推進やコミュニティセンター
が実施する健康事業への支援等を実施し、健康づくりに取り
組みやすい環境づくりを推進します。

R8～ 健康課

施策4-2　地域医療

1　地域医療体制の整備
No. 重点PJ 種別 事業名 事業概要 年度 主管課名

1 3-③ 拡充
診療所開設支援
事業

市内で新規開業又は医業承継する医師に対し、開設費用
の一部を補助します。重点的な対策が必要と判断される診
療科に対しては上乗せ支援し、開業誘致に努めます。

R8～ 健康課

2 拡充
三友堂看護専門
学校運営補助事
業

置賜地域唯一の看護学校として医療従事者の育成を担う
同校に対し、学校運営補助に加え、学生数確保と入学者の
負担軽減策として、入学金補助を行います。

R8～ 健康課

3
1-①
3-③

新規
公設診療所の整
備検討

（仮称）複合施設こども園の整備にあわせ、公設の小児科
診療所を同一敷地内に整備することを検討します。

R8～ 健康課

2　市立病院の体制・機能の充実
No. 重点PJ 種別 事業名 事業概要 年度 主管課名

1 継続
地域の医療機関
との連携

地域の基幹病院として、三友堂病院との機能分化・医療連
携のほか、公立置賜総合病院等高次の医療機関や回復
期医療・在宅医療を担う施設等との連携を強化します。

R8～
市立病院総
務課

2 継続
医師、看護師、薬
剤師等の人材確
保

市立病院の医師、看護師、薬剤師等を確保するため、大
学医局への医師派遣依頼や民間の医師紹介（職員募集）
サービスを活用するとともに、将来、市立病院に勤務する意
思を有する医学生、看護学生、薬学生等に対し、奨学資金
の貸付又は返還支援を行います。
・医師奨学資金貸付事業
・看護師奨学資金貸付事業
・薬剤師奨学金返還支援助成金事業

R8～
市立病院総
務課

3 継続
医療機器整備事
業

医療機器を計画的に整備することにより、基幹病院としての
診療機能を維持します。

R8～
市立病院総
務課

4 継続
初期救急医療体
制の推進

米沢市医師会と連携を図りながら、平日夜間及び休日の初
期救急医療体制を推進します。

R8～
健康課

市立病院総
務課

施策4-3　地域福祉・社会保障

1　地域福祉の推進
No. 重点PJ 種別 事業名 事業概要 年度 主管課名

1 3-③ 拡充
重層的支援体制
整備事業

生活困窮者支援等のための地域づくりと多機関協働事業を
新たに実施し、重層的支援体制を整備します。

R9～ 社会福祉課
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No. 重点PJ 種別 事業名 事業概要 年度 主管課名

2 継続
社会福祉協議会
への支援

社会福祉協議会と協働して各種福祉事業を推進するた
め、社会福祉協議会の運営を支援します。
・社会福祉協議会運営等補助金

R8～ 社会福祉課

3 拡充
避難行動要支援
者支援事業
（3-3-2重複）

自主防災組織や地域住民、福祉関係者等との連携を強化
し、避難行動要支援者の実効性のある避難体制を構築し
ます。

R8～

防災危機管
理課

社会福祉課
高齢福祉課

2　地域福祉の担い手の育成
No. 重点PJ 種別 事業名 事業概要 年度 主管課名

1 継続
民生委員・児童
委員事業

民生委員・児童委員が地域住民の生活実態を把握し、高
齢者や障がい者世帯の見守り等を行うとともに、援助を必要
とする住民の相談に応じるなど、きめ細かな対応ができるよ
う活動の推進を図ります。

R8～ 社会福祉課

3　社会保障制度の安定運営
No. 重点PJ 種別 事業名 事業概要 年度 主管課名

1 拡充
生活困窮者自立
相談支援事業

生活保護に至る前の生活に困窮する者の相談先として機
能し、就労支援や居住支援をはじめ、自立に向けた支援を
個々の置かれた状況に合わせたプランに基づき行います。

R8～ 社会福祉課

2 継続
生活保護事務事
業

生活保護に係る適正な助言指導を行うとともに、不正受給
の防止及び就労支援の強化を図り、生活保護制度の適正
な運用を推進します。

R8～ 社会福祉課

3 継続

特定健康診査・
特定保健指導事
業
（4-1-1重複）

生活習慣病の予防、早期発見・早期治療の推進及びメタボ
リックシンドロームの該当者・予備軍の減少を目指し、受診
率と実施率の向上に努めます。

R8～
健康課

保険年金課

施策4-4　障がい福祉

1　自立支援の推進
No. 重点PJ 種別 事業名 事業概要 年度 主管課名

1 継続
障がい者自立支
援給付事業

障がい者の日常生活及び社会生活に必要な給付や支援を
行い、日常生活の自立や社会参加を促進します。

R8～ 社会福祉課

2 継続
ひきこもりサポート
事業

ひきこもりについての相談窓口を設置するとともに、訪問支
援、支援機関等の情報発信を通じて支援基盤を整備し、ひ
きこもりの早期発見及び自立支援を図ります。

R8～ 社会福祉課

2　障がい者支援の推進
No. 重点PJ 種別 事業名 事業概要 年度 主管課名

1 継続
在宅福祉サービ
ス提供の推進

障がい者が住み慣れた地域で安心して日常生活を送ること
ができるよう、在宅福祉サービスを提供します。
・福祉タクシー利用助成事業
・紙おむつ支給事業
・人工透析患者通院費助成事業
・在宅酸素療法者支援事業
・軽度・中等度難聴児補聴器購入支援事業
・自動車燃料費助成事業

R8～ 社会福祉課

2 継続
知的障がい者施
設整備支援事業

知的障害者施設整備に対し、支援します。
・知的障害者更生施設「松風園」改築事業費補助金

R8～ 社会福祉課

3 継続
地域生活支援拠
点事業

障がい者の重度化・高齢化や親亡き後に備えるとともに、障
がい者の施設や病院からの地域移行を進めるため、重度障
がい者にも対応する専門性を有し、地域生活で生じる緊急
事態への対応を図ります。

R8～ 社会福祉課
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No. 重点PJ 種別 事業名 事業概要 年度 主管課名

4 継続
地域生活支援事
業

障がい者が地域生活を送る上で必要となる各種福祉サー
ビスの利用料の負担を軽減し、障がい者の自立した社会生
活を支援します。
・身体障がい者自立支援事業
・訪問入浴サービス事業
・地域活動支援センター事業
・声の広報発行事業
・相談支援事業
・日中一時支援事業
・成年後見制度利用支援事業
・日常生活用具給付事業
・移動支援事業
・障がい者虐待防止対策事業
・意思疎通支援事業
・障がい者差別解消条例周知啓発等事業

R8～ 社会福祉課

5 継続
重度心身障がい
（児）者医療給付
事業

重度心身障がい（児）者の医療費の自己負担分を軽減しま
す。

R8～ 社会福祉課

6 継続
重度心身障がい
児養育手当支給
事業

重度心身障がい児を在宅で養育する者の経済的、精神的
負担の軽減を図り、安定した生活が送ることができるよう支
援します。

R8～ 社会福祉課

7 継続
障がい児通所支
援事業

障がい児の障害児通所支援及び保育所等訪問支援の利
用負担を軽減することにより、在宅障がい児の福祉の向上
を図ります。また、ひまわり学園は児童発達支援センターと
して地域の中核的な支援機関として事業を行います。

R8～ 社会福祉課

施策4-5　高齢福祉

1　生涯活躍の推進
No. 重点PJ 種別 事業名 事業概要 年度 主管課名

1 継続
シニアクラブ活動
推進事業

仲間、健康、生きがいづくりを目標とするシニアクラブ活動を
支援します。
・老人クラブ活動助成費補助金

R8～ 高齢福祉課

2 継続

高齢者の就業拡
充支援（高年齢
者労働能力活用
事業）

就労を希望する高齢者の就業機会の開拓に努め、高齢者
の技能を活用するとともに高齢者の生きがい創出を支援し
ます。
・高年齢者労働能力活用事業費補助金

R8～ 高齢福祉課

2　高齢者福祉の推進
No. 重点PJ 種別 事業名 事業概要 年度 主管課名

1 継続
置賜成年後見セ
ンターの運営

置賜３市５町からなる置賜成年後見センター運営協議会を
実施主体として、権利擁護支援の中核機関となるセンター
を運営します。

R8～ 高齢福祉課

2 継続
在宅福祉サービ
ス提供の推進

住み慣れた地域で安心して日常生活を送ることができるよ
う、在宅福祉サービスの提供を推進します。
・高齢者生活支援事業（生活援助員派遣）
・高齢者いきいきデイサービス事業
・紙おむつ支給事業
・あんしん電話事業
・高齢者はり、きゅう、マッサージ等助成事業
・愛の一声事業

R8～ 高齢福祉課

3 継続

在宅高齢者等雪
下ろし・除雪支援
事業
（3-4-1重複）

高齢者世帯や重度の障がい者世帯が冬期間においても支
障なく自立した生活を営めるよう支援します。
・高齢者等雪下ろし助成事業
・高齢者等除雪援助員派遣事業

R8～ 高齢福祉課

4 継続
敬老祝金等支給
事業

長寿を祝うため、メッセージカード、寿詞及び祝金、記念品
等を贈呈します。

R8～ 高齢福祉課

5 継続
高齢者の保健事
業と介護予防の
一体的実施

高齢者の疾病予防・重症化予防・フレイル予防のため、保
健事業と介護予防事業を一体的に実施し、高齢者を包括
的に支援します。

R8～
高齢福祉課
健康課

保険年金課
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No. 重点PJ 種別 事業名 事業概要 年度 主管課名

6 継続

高齢者福祉計
画・第10期介護
保険事業計画策
定事業

高齢者が尊厳を持ち、住み慣れた地域で安心していきいき
と暮らせるまちづくりの実現のため、高齢者福祉計画・第10
期介護保険事業計画を策定します。

R8 高齢福祉課

7 継続
介護予防・日常
生活支援総合事
業

地域支援事業において、多様なマンパワーや社会資源の活
用等を図りながら、要支援者・事業対象者に対し、介護予
防や見守り等の生活支援サービス等を創意工夫により、総
合的に提供します。また、予防給付が効果的かつ効率的に
提供されるよう適切なケアマネジメントを行うことで要支援・
要介護状態になることを予防します。
・介護予防・生活支援サービス事業
・一般介護予防事業

R8～ 高齢福祉課

8 新規
ヒアリングフレイル
予防事業

ヒアリングフレイルについての正しい知識の普及及び聴こえ
のチェック等により、難聴を早期に発見・早期受診につなげ
るとともに、必要な検査や補聴器の適切な使用等を通じて、
聴力の機能維持を図ります。

R8～ 高齢福祉課

9 継続
地域包括支援セ
ンター運営

地域における様々な社会資源を活用し、高齢者の生活を
総合的に支援するため、介護予防事業のケアマネジメントを
はじめ、総合相談支援等を担う地域包括支援センターを運
営します。

R8～ 高齢福祉課

10 継続
家族介護者支援
事業

介護の不安や悩みを軽減するため、介護技術や介護者の
健康づくり、要介護状態にならないための予防方法等につ
いて学ぶ家族介護教室を開催します。

R8～ 高齢福祉課

11 継続
成年後見制度利
用支援事業

低所得者の成年後見制度申立てに関する支援として経費
助成、成年後見人等への報酬助成を行います。

R8～ 高齢福祉課

12 継続
認知症総合支援
事業

認知症の人が家族等とともに住み慣れた地域で希望をもっ
て自分らしく暮らし続けることができるよう認知症の正しい知
識の普及を図り、認知症本人・家族への効果的な支援を推
進します。

R8～ 高齢福祉課

13 継続
在宅医療・介護
連携推進事業

住み慣れた地域で、自分らしい暮らしを続けられるよう、在
宅医療と介護連携を支援する相談窓口・相談員を配置し、
医療と介護の連携を推進します。

R8～ 高齢福祉課

14 継続

高齢者向け優良
賃貸住宅供給事
業
（3-6-1重複）

高齢者の安全で安定した居住を確保するため、高齢者向
け住宅の供給を支援します。
・高齢者向け優良賃貸住宅家賃対策補助金

R8～ 建築住宅課

3　介護保険制度の円滑な運営
No. 重点PJ 種別 事業名 事業概要 年度 主管課名

1 継続
介護給付費適正
化事業

介護給付を必要とする人が真に必要とするサービスを介護
サービス事業所が過不足なく適切に提供できるように介護
給付費等適正化の推進を図ります。
・認定調査適正化事業
・住宅改修アドバイザー事業

R8～ 高齢福祉課

2 継続

介護保険居宅
サービス等利用
者負担額助成事
業

低所得者の負担軽減を図るため、介護保険居宅サービス
利用者負担額への助成を行います。

R8～ 高齢福祉課

3 継続
介護サービス相
談員派遣事業

介護サービス利用者の抱える疑問や不安を解消し、満足
度を向上させるとともに、提供されるサービスの質を向上さ
せるため、事業所訪問による相談対応や事業者への情報
提供等を行います。

R8～ 高齢福祉課

基本目標５　協働・魅力発信・行財政

施策5-1　市民参画

1　地域の担い手の育成
No. 重点PJ 種別 事業名 事業概要 年度 主管課名

1 継続
おしょうしな地域
おこし協力隊活
動事業

地域おこし協力隊員を委嘱し、一定期間、地域協力活動に
従事してもらいながら、地域活性化を図るとともに、本市へ
の定住定着を促進します。

R8～ 地域振興課
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2　市民参画と協働の推進
No. 重点PJ 種別 事業名 事業概要 年度 主管課名

1 継続
広聴事業
（5-5-1重複）

市長を囲む座談会の開催等により、市民から直接市政に対
する意見や提言を伺い、施策に反映していくことで開かれた
市政を実現します。

R8～ 秘書広報課

2 継続 地区委員事業

市民と行政のパイプ役である地区委員を委嘱し、市政の円
滑な運営と町内会や自治組織の活性化を図るとともに、情
報交換や研修会を開催し、地域と行政の連携の充実を図り
ます。

R8～
コミュニティ
推進課

3　地域コミュニティの活性化
No. 重点PJ 種別 事業名 事業概要 年度 主管課名

1 3-④ 継続
小さな拠点形成
促進事業

小さな拠点形成に向け、コミュニティセンターを中心に、現
状と課題の把握、話し合いの促進、それらを踏まえた事業、
活動を実施するとともに、運営団体の体制強化を図ります。

R8～
コミュニティ
推進課

2 継続
地域公民館施設
整備事業

地域公民館の施設修繕に対する補助により、施設整備の
充実を図ることで、地域の自主的な活動を促進します。
・地域公民館施設整備事業費補助金

R8～
コミュニティ
推進課

3 新規
西部コミュニティ
センター屋根防
水改修事業

西部コミュニティセンターの屋根防水改修を行います。 R8
コミュニティ
推進課

4 新規

南部コミュニティ
センター空調設
備改修事業
（3-3-1重複）

避難施設でもある南部コミュニティセンターの空調設備につ
いて、老朽化した既存の設備を撤去し、災害時にも継続使
用が可能な設備を整備します。

R8～
R9

コミュニティ
推進課

5 新規
コミュニティセン
ター解体事業

老朽化により建替えた塩井コミュニティセンターと広幡コミュ
ニティセンターの旧施設を解体します。（R8塩井・R9広幡）

R8～
R9

コミュニティ
推進課

施策5-2　多文化共生・男女共同参画

1　多文化共生の推進
No. 重点PJ 種別 事業名 事業概要 年度 主管課名

1 継続
山形大学工学部
国際交流支援事
業

山形大学工学部の留学生や海外大学との交流等を支援
し、本市の学術分野における国際交流の発展を促進しま
す。
・米沢工業会国際交流事業補助金

R8～ 地域振興課

2 継続 国際化対策事業
年々増加する在住外国人の生活支援と多文化共生を推進
するため、国際交流員の活用や米沢市国際交流協会と連
携を進めながら、相互理解と共生社会の実現を図ります。

R8～ 魅力推進課

3 継続
外国語教育充実
事業
（1-2-1重複）

外国語指導講師を配置し、小中学校における児童生徒の
外国語教育の充実とコミュニケーション力の向上を図りま
す。

R8～ 学校教育課

2　男女共同参画と女性活躍の推進
No. 重点PJ 種別 事業名 事業概要 年度 主管課名

1 継続
男女共同参画推
進事業

市民の男女平等意識や男女共同参画意識の高揚を図る
ため、啓発活動や情報提供等の取組周知を行います。

R8～ 地域振興課

2 継続
女性の職業生活
における活躍の推
進

女性の社会参画機会の拡大に向け、仕事と生活の調和を
図るための環境づくりや多様な働き方の実現に向けた支援
を促進します。

R8～
地域振興課
商工課

3 継続
女性の権利擁護
の推進

ドメスティック・バイオレンスに関する相談等に対応し、保護・
支援するとともに、女性団体等と連携してデートＤＶを含めた
ドメスティック・バイオレンスやセクシャル・ハラスメント等の防
止について啓発事業を行います。

R8～
地域振興課
こども家庭課

施策5-3　魅力発信・移住定住

1　シティプロモーションと情報発信の推進
No. 重点PJ 種別 事業名 事業概要 年度 主管課名

1 継続
広報事業
（5-5-1重複）

市政への理解を深めるとともに、市民参加の市政を推進す
るため、広報誌発行のほか、各種メディアを活用しながら市
政情報を市民に分かりやすく発信します。

R8～
秘書広報課
魅力推進課
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No. 重点PJ 種別 事業名 事業概要 年度 主管課名

2 継続

デジタルマーケ
ティングに基づく
情報発信力強化
事業

デジタルマーケティングを活用し、情報発信力の強化を図り
ます。

R8～ 魅力推進課

3 継続
米沢ブランド戦略
事業

『挑戦と創造』のブランドコンセプトに基づく米沢品質向上運
動を推進し、産品やサービスの価値を高めることで、本市地
域ブランドの確立を進めます。加えて、米沢品質向上運動
から生まれた米沢品質AWARDの周知と販路拡大を推進す
ることで、地域全体の高付加価値化と持続可能な取組を実
現します。

R8～ 魅力推進課

4 2-③ 新規
マスメディアを活
用した魅力発信
事業

マスメディアの発信力を活用したプロモーション活動を展開
します。

R8～ 魅力推進課

2　市民交流の推進
No. 重点PJ 種別 事業名 事業概要 年度 主管課名

1 継続 都市交流事業

歴史的・伝統的なつながりを基調として姉妹都市等との交
流を図り、相互理解と友好親善を図ります。
・姉妹都市等親善交流事業
・米沢市・モーゼスレイク市短期交換留学生事業実行委員
会負担金
・少年少女交流事業

R8～
秘書広報課
魅力推進課
学校教育課

2 2-③ 継続
ふるさと応援寄附
金制度推進事業
（5-5-3重複）

市外から本市への寄附者に対し、本市特産品やサービス
等の返礼品を提供します。寄附をきっかけに本市を応援し
たいと思えるファンづくりに取り組み、関係人口・交流人口の
拡大を図ります。

R8～ 商工課

3 継続
米沢市版DMO推
進事業
（2-2-3重複）

持続可能な地域活性化を図るため、地域内の多様な関係
者における合意形成と連携による観光振興事業を行いま
す。また、効率的な観光地運営のため、観光関係団体の業
務を整理・統合し、観光推進体制の強化を図ります。
・観光ＤＸ事業
・地域の魅力磨き上げ事業
・プロモーション事業
・地域商社事業

R8～ 観光課

4 継続

最上川源流よね
ざわ紅花プロジェ
クト事業
（2-2-1重複）
（2-3-2重複）

本市の紅花に関する様々な取組を一体的に展開することに
より、次世代への歴史・文化の継承や観光資源としての活
用を図ります。

R8～ 地域振興課

5 継続
教育旅行誘致促
進事業

各学校や旅行代理店に本市の魅力を発信するとともに、多
様な体験活動を受け入れる体制を整備し、教育旅行の誘
致を推進します。

R8～
観光課

農業振興課

6 継続
コンベンション開
催支援事業
（2-2-2重複）

コンベンションを誘致促進することで交流人口の拡大に取り
組み、市内経済の活性化を図ります。
・コンベンション開催支援事業費補助金

R8～ 観光課

7 継続
合宿誘致事業
（1-4-2重複）

スポーツツーリズムの一環として大学の運動部等を合宿に
誘致し、滞在期間中に本市の団体等と交流して交流人口
の拡大を図ります。

R8～ スポーツ課

3　移住定住の促進
No. 重点PJ 種別 事業名 事業概要 年度 主管課名

1 1-③ 拡充

新やまがた就職
促進奨学金返還
支援事業
（2-4-1重複）

県と連携して実施している奨学金返還支援事業において、
本市独自の上乗せにより差別化を図り、若者の本市への回
帰・定着を促進します。

R8～ 地域振興課

2 1-③ 新規

学園都市よねざ
わ卒業・就職・定
住祝金支給事業
（1-3-2重複）
（2-4-1重複）

市内大学の新卒者で市内事業所等に就職した市民に祝金
を支給し、定住の促進を図ります。

R8～
R10

地域振興課
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No. 重点PJ 種別 事業名 事業概要 年度 主管課名

3 新規
移住定住者向け
市有地無償分譲
事業

市が所有する未利用地（普通財産）を住宅用地として移住
者に無償分譲します。

R8～ 地域振興課

4 継続
移住定住促進支
援事業

移住前に米沢での暮らしを具体的にイメージし、安心して移
住できる体制を整備することにより移住者の増加を図るとと
もに、首都圏等へのイベント出展を通して関係人口の増加
を図ります。
・移住支援事業費交付金
・お試し暮らし体験事業

R8～ 地域振興課

5 1-③ 継続
産業人材定着促
進事業
（2-4-1重複）

地域の高校生・短大生・大学生の地元企業への就職促進
と定着、都市部に進学した地元出身学生や若年労働者の
呼び戻しや移住促進（UIJターン）等の事業を行います。

R8～ 商工課

施策5-4　ＤＸ（デジタル・トランスフォーメーション）

1　行政ＤＸの推進
No. 重点PJ 種別 事業名 事業概要 年度 主管課名

1 3-④ 新規
文書管理・庶務
事務システムの
導入

文書管理システム及び庶務事務システムを導入し、紙文書
の減量化、文書事務や労務管理の効率化を図ります。

R9～ 総務課

2 新規
公金収納デジタ
ル化

公金収納デジタル化により、住民サービスの拡充及び収納
消込の簡素化を図ります。

R8～ 会計課

3 継続 情報管理事業

情報通信技術を安定的に活用できる環境を整備します。
・自治体ネットワークシステム(庁内LAN)の更新
・情報ネットワークシステムの更新
・統合認証基盤導入
・データ連携基盤導入

R8～ 魅力推進課

4 3-④ 拡充
施設予約システ
ム連動スマート
ロック導入事業

施設予約システムと連携し、予約情報に基づいた鍵の自動
発行を可能とすることで利用者の利便性向上を図ります。

R8～ 魅力推進課

5 新規
キャッシュレス決
済対応POSレジの
導入

キャッシュレス決済対応POSレジ（セミセルフ）を導入し、市
民サービスの向上と業務の効率化を図ります。

R9～ 市民課

6 継続
マイナンバーカー
ド交付円滑化事
業

カード申請から交付までのスムーズな事務処理と確実な
データ管理を行います。

R8～ 市民課

7 継続
コンビニ交付サー
ビス事業

全国のコンビニエンスストア等で各種証明書が取得可能と
なるサービスにより、市民の利便性向上を図るとともに、利
用に必要なマイナンバーカードの取得及び更新手続の促進
に努めます。

R8～ 市民課

8 新規
予防接種事務デ
ジタル化
（4-1-1重複）

予防接種事務のデジタル化により、市民の利便性向上と業
務の効率化を推進します。

R8～ 健康課

9 継続

ＩＣＴを活用した学
校教育の情報化
の推進
（1-2-1重複）

次世代を担う児童生徒の確かな学力向上と教職員の校務
負担の軽減及び教育の質の向上を図るため、情報技術（ＩＣ
Ｔ）の進展に対応した教育活動を推進します。

R8～ 学校教育課

10 新規
コンビニ・スマホ収
納の推進
（5-5-2重複）

令和10年１月からの標準化システムの稼動に合わせ、後
期高齢者医療保険料及び介護保険料について、コンビニ・
スマホ収納を導入します。

R9～ 納税課

11 新規
水道スマートメー
ター実証事業
（3-8-1重複）

水道スマートメーターの導入を検討し、実証事業のエリアを
中山間地域（白布、板谷、梓山、田沢地区）として受信状
況の確認や効果を検証します。

R8～ 業務課

2　デジタルを通じた価値創出
No. 重点PJ 種別 事業名 事業概要 年度 主管課名

1 2-② 新規
官民連携DXチャ
レンジプロジェクト

専門知識やノウハウを持つ民間企業から「課題解決型」「提
案型」の提案を公募し、実証事業による業務の効率化や市
民サービスの向上を図ります。

R8～ 魅力推進課
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施策5-5　行政経営

1　行政サービスの質の向上
No. 重点PJ 種別 事業名 事業概要 年度 主管課名

1 継続
広報事業
（5-3-1重複）

市政への理解を深めるとともに、市民参加の市政を推進す
るため、広報誌発行のほか、各種メディアを活用しながら市
政情報を市民に分かりやすく発信します。

R8～
秘書広報課
魅力推進課

2 継続
広聴事業
（5-1-2重複）

市長を囲む座談会の開催等により、市民から直接市政に対
する意見や提言を伺い、施策に反映していくことで開かれた
市政を実現します。

R8～ 秘書広報課

2　健全財政の維持と公共施設等の最適化
No. 重点PJ 種別 事業名 事業概要 年度 主管課名

1 継続
健全財政の維持
に向けた取組

既存事業の見直しを含めた歳出の削減のほか、更なる歳
入の確保を図るなど、今後も健全で持続可能な財政を維
持していくための取組等を推進します。

R8～ 財政課

2 3-④ 継続
公共施設等総合
管理計画の推進

持続可能なまちづくりのため、公共施設等総合管理計画に
基づき、総合的かつ長期的な視点で公共施設等の管理、
運営、利活用を推進します。
・公共施設等総合管理計画の見直し

R8～ 財政課

3 新規
元ガイダンス教室
解体事業

建物と工作物の解体及び敷地の整地を行います。 R9 財政課

4 新規
公共施設照明
LED化事業
（3-1-1重複）

公共施設の照明器具をＬＥＤ照明に更新し、省エネに取り組
みます。

R8～ 財政課ほか

5 新規
コンビニ・スマホ収
納の推進
（5-4-1重複）

令和10年１月からの標準化システムの稼動に合わせ、後
期高齢者医療保険料及び介護保険料について、コンビニ・
スマホ収納を導入します。

R9～ 納税課

3　ふるさと納税の推進
No. 重点PJ 種別 事業名 事業概要 年度 主管課名

1 2-③ 継続
ふるさと応援寄附
金制度推進事業
（5-3-2重複）

市外から本市への寄附者に対し、本市特産品やサービス
等の返礼品を提供します。寄附をきっかけに本市を応援し
たいと思えるファンづくりに取り組み、関係人口・交流人口の
拡大を図ります。

R8～ 商工課

4　適正な人事管理と職員の育成
No. 重点PJ 種別 事業名 事業概要 年度 主管課名

1 継続
テレワーク推進事
業

テレワークを実施するための機器の導入や動作環境の整備
を図ります。

R8～ 総務課

2 継続 職員研修事業
職員一人ひとりの意識改革と能力向上を図るため、職員研
修の充実に取り組みます。

R8～ 総務課

5　広域行政の推進
No. 重点PJ 種別 事業名 事業概要 年度 主管課名

1 継続
置賜定住自立圏
構想推進事業

総務省が推進する定住自立圏構想に基づき、置賜地域全
体で必要な生活機能を確保することで、本圏域における定
住を促進します。

R8～ 政策企画課

2 3-① 継続
広域消防事業
（3-3-3重複）

本市、南陽市、高畠町、川西町の２市２町の消防及び救急
に関する業務を置賜広域行政事務組合で広域消防として
行います。

R8～
防災危機管
理課

40



41 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３部 

施策と SDGsの対応一覧 
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SDGs（Sustainable Development Goals 持続可能な開発目標）は、「誰一人取り残さない」社会の実現

に向け、国際社会で令和12年までに達成する17のゴール（目標）のことで、平成27年の国連持続可能な開

発サミットで採択されました。本市も各分野の施策を通じて SDGsの達成に貢献していきます。 

 

基本目標 施策

1

貧困をなくそう

2

飢餓をゼロに

3

すべての人に健康

と福祉を

4

質の高い教育をみ

んなに

5

ジェンダー平等を

実現しよう

6

安全な水とトイレ

を世界中に

7

エネルギーをみん

なにそしてクリー

ンに

1-1　結婚・妊娠・出産・子育て ● ● ● ●

1-2　学校教育 ●

1-3　学園都市・生涯学習 ●

1-4　文化・スポーツ ●

2-1　商工業 ●

2-2　観光業

2-3　農林業 ● ● ●

2-4　産業人材・雇用 ● ●

3-1　脱炭素・環境保全 ● ● ● ●

3-2　生活安全 ●

3-3　防災・消防 ● ●

3-4　雪対策 ●

3-5　都市計画・土地利用 ●

3-6　住環境 ●

3-7　道路・公共交通

3-8　上下水道 ● ●

4-1　健康・保健 ● ●

4-2　地域医療 ●

4-3　地域福祉・社会保障 ● ● ●

4-4　障がい福祉 ● ● ●

4-5　高齢福祉 ●

5-1　市民参画

5-2　多文化共生・男女共同参画 ● ● ● ●

5-3　魅力発信・移住定住

5-4　ＤＸ （デジタル・トランス

フォーメー ション）
●

5-5　行政経営

1　子育て・教育

2　産業・経済

3　環境・防災・
社会基盤

4　健康・医療・
福祉

5　協働・魅力発信
・行財政
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8

働きがいも経済成

長も

9

産業と技術革新の

基盤をつくろう

10

人や国の不平等を

なくそう

11

住み続けられるま

ちづくりを

12

つくる責任 つか

う責任

13

気候変動に具体的

な対策を

14

海の豊かさを守ろ

う

15

陸の豊かさも守ろ

う

16

平和と公正をすべ

ての人に

17

パートナーシップ

で目標を達成しよ

う

●

● ●

● ● ● ●

● ● ●

● ● ●

● ●

● ● ● ●

● ●

● ● ● ● ● ● ●

●

● ● ●

● ● ● ●

● ● ●

●

● ●

● ●

●

● ●

● ●

● ●

● ●

● ● ●

● ●

● ●

● ●
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